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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第46期から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。 

３．第43期から第45期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第47期については潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

４．第47期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 92,624 87,912 80,348 78,771 73,232 

経常利益（百万円） 4,057 3,270 406 2,501 622 

当期純利益（百万円） 1,927 1,713 101 1,504 212 

純資産額（百万円） 29,764 30,612 30,081 31,613 30,733 

総資産額（百万円） 54,178 54,938 52,321 52,535 48,422 

１株当たり純資産額（円） 1,501.48 1,563.35 1,550.64 1,626.18 1,580.87 

１株当たり当期純利益（円） 96.76 87.01 5.21 77.56 10.94 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 77.56 － 

自己資本比率（％） 54.9 55.7 57.5 60.2 63.1 

自己資本利益率（％） 6.6 5.7 0.3 4.9 0.7 

株価収益率（倍） 11.8 14.2 213.1 28.2 133.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
4,773 2,760 △40 2,514 △1,069 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△6,572 351 △3,262 8,563 △11,883 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△848 △849 △624 △494 △936 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
11,837 14,069 10,219 20,912 7,020 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

631 

[379] 

564 

[421] 

486 

[454] 

512 

[508] 

521 

[442] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第46期から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。 

３．第43期から第45期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第47期については潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

４．第47期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 91,309 87,573 79,592 76,744 71,529 

経常利益（百万円） 3,759 3,119 552 2,256 743 

当期純利益（百万円） 1,910 1,732 293 1,508 756 

資本金（百万円） 3,435 3,435 3,435 3,435 3,435 

発行済株式総数（千株） 20,287 20,287 20,287 20,287 20,287 

純資産額（百万円） 27,879 29,071 29,032 30,479 29,925 

総資産額（百万円） 50,175 51,501 49,436 49,860 46,555 

１株当たり純資産額（円） 1,406.39 1,484.64 1,496.54 1,567.83 1,548.57 

１株当たり配当額（内１株当

たり中間配当額）（円） 

28.00 

(14.00) 

28.00 

(14.00) 

21.00 

(7.00) 

35.00 

(14.00) 

36.00 

(18.00) 

１株当たり当期純利益（円） 95.94 88.01 15.02 77.73 39.00 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 77.72 － 

自己資本比率（％） 55.6 56.4 58.7 61.1 64.3 

自己資本利益率（％） 7.0 6.1 1.0 5.1 2.5 

株価収益率（倍） 11.9 14.0 73.9 28.2 37.5 

配当性向（％） 29.2 31.8 139.8 45.0 92.3 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

373 

[133] 

343 

[128] 

296 

[127] 

325 

[122] 

320 

[116] 



２【沿革】 

 当社は、大正15年７月にアサヒ扇子本舗林信本店として大阪市中央区において個人経営として創業いたしました。

昭和６年６月に贈答品、記念品のボランタリーチェーンシステムを採用し、販売網の基礎を確立しました。 

 会社設立後、現在までの沿革は次のとおりであります。 

年月 事項 

昭和37年２月 ㈱ハヤシシンチェーンタオルを設立（資本金600万円） 

昭和40年８月 法人等諸団体への直接販売部門の別会社として、大阪ピーアールギフト㈱を設立 

昭和45年５月 ㈱ハヤシシンチェーンに商号変更 

昭和48年１月 東京営業所を新設 

昭和48年２月 大阪ピーアールギフト㈱を吸収合併 

昭和48年６月 泉佐野配送センターを新設〔現、タオルセンター〕 

昭和48年９月 北海道配送センターを新設 

昭和49年１月 広島営業所を新設 

昭和51年２月 岐阜県土岐市にシャディ陶器株式会社を設立〔現、連結子会社〕 

昭和51年７月 大阪府松原市に松原営業本部および同配送センターを新設、これに本社機能を集約 

昭和51年８月 大阪府八尾市にシャディ木工株式会社を設立 

昭和53年10月 名古屋営業所および福岡営業所を新設 

昭和54年１月 シャディ㈱に商号変更 

昭和54年２月 石川県加賀市にシャディ漆器工芸株式会社を設立 

昭和54年４月 大阪市天王寺区にシャディインターナショナル株式会社を設立 

昭和55年４月 大阪市天王寺区にシャディ配送株式会社〔現、スリーハート・コーポレーション株式会社〕を設

立〔現、連結子会社〕 

昭和57年２月 新潟県西蒲原郡吉田町にシャディ金物株式会社を設立 

昭和57年10月 札幌営業所、仙台営業所を新設 

昭和60年８月 山梨県甲府市にシャディジュエリー株式会社を設立 

昭和60年11月 愛媛県今治市にシャディ中忠株式会社を設立〔現、連結子会社〕 

昭和61年10月 滋賀県神崎郡五個荘町に中央物流センターを新設 

昭和61年11月 大阪市天王寺区にシャディウエノ株式会社を設立 

昭和62年３月 大阪市天王寺区にエス・シー・エス株式会社を設立 

昭和63年12月 本店を大阪府松原市に移転 

平成２年８月 東京営業本部および各営業所を支店に改称 

平成４年３月 静岡支店を新設 

平成４年４月 有田焼センターを設置 

平成５年12月 上海事務所を開設 

平成６年１月 福岡県甘木市(現、朝倉市)に九州物流センターを新設、福岡支店を同センター内に移転 

平成６年９月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

平成７年６月 中国上海市に上海謝迪礼品有限公司を設立（上海事務所を統合）〔現、連結子会社〕 

平成９年４月 シャディインターナショナル株式会社、シャディ木工株式会社、シャディウエノ株式会社の３社

を統合、増資により子会社とし商号をインテルモ株式会社に変更〔現、連結子会社〕 

平成９年６月 大阪市天王寺区にレディ21大阪勝山店（現シャディ21大阪勝山店、直営店舗）を開設 

平成９年11月 栃木県下都賀郡岩舟町に東京物流センター第１期工事完成 

平成10年４月 東京支店および仙台支店を東京物流センター内に移転 

平成11年２月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成11年３月 栃木県下都賀郡岩舟町に東京物流センター第２期工事完成 

平成11年３月 北海道恵庭市に札幌物流センターを新設、札幌支店を同センター内に移転 

平成11年９月 東証・大証の各一部市場に指定 

平成12年10月 東京都渋谷区に株式会社ギフトポートを設立 

平成13年１月 栃木県下都賀郡岩舟町の東京物流センターが本格稼動 

平成13年３月 シャディジュエリー株式会社を解散 

平成14年12月 株式会社ギフトポートを解散 

 



（注）スリーハート・コーポレーション株式会社〔現、連結子会社〕は平成18年４月３日付をもって本店を栃木県下都賀

郡に移転するとともに、資本金を３億円に増資（当社100％出資）いたしました。 

年月 事項 

平成15年４月 エス・シー・エス株式会社を吸収合併 

平成15年６月 委員会等設置会社へ移行 

平成16年３月 仙台支店を東京物流センター内より宮城県仙台市に移転 

平成16年６月 大阪市天王寺区に株式会社シャディグルメ倶楽部を設立 

平成16年９月 シャディ金物株式会社を吸収合併 

平成16年10月 インテルモ株式会社は株式会社アピックスインターナショナルと合併し、社名を株式会社アピッ

クスインターナショナルに変更〔現、連結子会社〕 

平成16年11月 シャディ物流株式会社は社名をスリーハートロジスティクス株式会社に変更〔現、連結子会社〕 

平成16年12月 本店を東京都中央区に移転 

平成16年12月 東京都中央区に「Della＆James銀座」を開店 

平成17年４月 大阪府松原市にシャディサンクス＆サービス株式会社を設立 

平成17年10月 ＵＣＣ上島珈琲株式会社が当社の親会社であった株式会社ツインツリー・ホールディングス（現

社名：ＭＲＣホールディングス株式会社）の全株式を取得したことに伴い、当社の親会社となる 

平成18年１月 東京都中央区の「Della&James銀座」を閉店 

平成18年３月 株式会社シャディグルメ倶楽部およびシャディサンクス＆サービス株式会社を解散 

 平成18年３月  スリーハートロジスティクス株式会社は社名をスリーハート・コーポレーション株式会社に変更 

 〔現、連結子会社〕（注） 

平成18年６月  本店を東京都港区に移転 

平成18年10月  シャディ漆器工芸株式会社の株式を全株売却 

平成19年１月  東京都港区にフォーハート・コーポレーション株式会社〔現、もっとぎゅっとペット株式会社〕

を設立 〔現、連結子会社〕 

平成19年２月  株式会社ペットライフの全株式を取得し、社名をシャディもっとぎゅっと株式会社に変更〔現、

連結子会社〕 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（シャディ株式会社）、子会社10社および関連会社２社で構

成されております。 

 当社グループは、当社を中核会社としており、全国のチェーン店にギフト用品および生活関連用品を供給するチェ

ーン本部の役割を果たしております。 

 子会社のグループ内における各社の役割は、ギフト用品および生活関連用品に関するあらゆる商品を企画・調達す

る商品調達部門として、上海謝迪礼品有限公司、㈱アピックスインターナショナル、シャディ陶器㈱、シャディ中忠

㈱の４社があり、主として各産地の製商品を調達いたしております。 

 また、当社グループの物流部門としてはスリーハート・コーポレーション㈱があります。 

 当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

区分 主たる内容 グループ内参加企業 

商品企画 

ギフト用品および生活関連用品をカタログを媒

体として販売する製商品の企画・開発。シャデ

ィオリジナル商品の製品化 

当社、上海謝迪礼品有限公司、㈱アピックスイ

ンターナショナル、シャディ陶器㈱、シャディ

中忠㈱ 

5社 

調達 
全国約3,000店のチェーン店ほかから受注した製

商品の調達 

同上 

5社 

販売 

全国約3,000店のチェーン店ほかへ、ギフト用品

および生活関連用品の供給 

当社、㈱アピックスインターナショナル、スリ

ーハート・コーポレーション㈱ 

3社 

物流 
チェーン店および消費者への製商品の出荷業務 スリーハート・コーポレーション㈱ 

1社 

 



 全国約3,000店のチェーン店は、一般加盟店約1,500店、サラダ館約1,500店であります。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

（注）１．提出会社の親会社は、ＭＲＣホールディングス株式会社(直接保有 議決権比率57.0％)およびＵＣＣ上島珈

琲株式会社(間接保有 議決権比率57.0％)の２社であります。                    

なお、提出会社とＭＲＣホールディングス株式会社との営業上の取引はありません。 

（注）２．当連結会計年度において、シャディもっとぎゅっと株式会社(ペット保険事業 旧社名 株式会社ペットラ

イフ)の全株式を取得したことから、連結の範囲に含めておりますが、同社と当企業集団の直接の事業上の

取引が発生していないことから、上表には記載しておりません。 

（注）３．当連結会計年度において、もっとぎゅっとペット株式会社（旧社名 フォーハート・コーポレーション株式

会社、平成19年4月17日付で社名変更）を設立し、連結の範囲に含めておりますが、営業を開始していない

ため上表には記載しておりません。 

（注）４．前連結会計年度において連結子会社であったシャディ漆器工芸株式会社については、平成18年10月2日付を

もって、提出会社保有の同社の全株式を譲渡したため、同社は連結対象からはずれることとなりました。 

区分 主たる内容 グループ内参加企業 

情報管理 

チェーン店の店舗運営における合理化ソフトの

開発、機器の販売。グループ各社のコンピュー

タによる業務のバックアップ 

当社 

1社 

インターネット

販売 

インターネット等のネットワークを利用した販

売に関する業務 

当社、スリーハート・コーポレーション㈱ 

2社 



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 （注）１. 有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。 

       ２. 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

(2）連結子会社 

会社の名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権の所有又は
被所有割合 

関係内容 

 ＵＣＣ上島珈琲㈱ 

 （注）１ 
神戸市中央区 4,960 

コーヒー、紅茶、
ココア、その他食
材の輸入並びに加
工、販売 

被所有 57.0％
      （57.0％） 

① 役員の兼任
同社の役員中
２名が当社の
役員を兼務し
ております。 

② 営業上の取引 
主に食品を中
心としたギフ
ト用品を当社
に納入してお
ります。 

 ＭＲＣホールディ  

 ングス㈱ 

 （注）１ 

神戸市中央区 10 株式の保有等 被所有 57.0％

役員の兼任
同社の役員中
３名が当社の
役員を兼務し
ております。 

会社の名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内容 議決権の所有割合 関係内容 

スリーハート・コー
ポレーション㈱ 
  

大阪府松原市 300 
貨物取扱業 
Ｅコマース事業 

直接  100％ 

① 役員の兼任 
当社役員中３
名がその役員
を兼務してお
ります。 

② 営業上の取引 
当社商品の入
出荷業務を委
託しているほ
か、当社商品
の販売および
営業支援業務
を行っており
ます。 

シャディもっとぎゅ
っと㈱ 
（注）４ 

東京都港区 10 ペット保険事業  直接  100％ 

① 役員の兼任 
  当社役員中２
  名がその役員
  を兼任してお
  ります。 
② 営業上の取引
    － 

フォーハート・コー
ポレーション㈱  
（注）５ 

 東京都港区 1 ペット会員事業  直接  100％ 

① 役員の兼任  
当社役員中３
名がその役員
を兼任してお
ります。 

② 営業上の取引
      － 

上海謝迪礼品有限公
司 

中国上海市 
1,750 

千米ドル 

製品の検品および
加工、販売 

直接  100％ 

① 役員の兼任 
当社役員中３
名がその役員
を兼務してお
ります。 

② 営業上の取引 
主に繊維を中
心としたギフ
ト用品を当社
に納入してお
ります。 

 



 （注）１．持分100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

２．上記の子会社は、有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。 

３．上記子会社の売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が100分の10以下

であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。 

４．平成19年２月28日付をもって、ペット保険事業を営む株式会社ペットライフの全株式を取得し、社名を変更

しております。また、平成19年６月12日付をもって資本金を10億円に増資(第三者割当増資 議決権所有割

合 80.2％)したことにより、特定子会社に該当することとなりました。 

なお、当連結会計年度において営業上の取引は発生しておりません。 

５．平成19年１月30日付で設立し、同社は、平成19年４月17日付をもって、社名をもっとぎゅっとペット株式会

社に変更するとともに資本金を10百万円に増資いたしました。 

なお、当連結会計年度において営業上の取引は発生しておりません。 

６．当連結会計年度において、次の連結子会社が連結の範囲から除外となりました。 

（注）当連結会計年度において、㈱シャディグルメ倶楽部、シャディサンクス＆サービス㈱は平成18年７月21日

付をもって清算結了致しました。また、シャディ漆器工芸㈱は提出会社所有の全株式を平成18年10月２日付

をもって売却いたしました。 

会社の名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内容 議決権の所有割合 関係内容 

㈱アピックスインタ
ーナショナル 

大阪府松原市 93 
家電、家具類の企
画および販売 

直接  96.9％ 

① 役員の兼任 
当社役員中１
名がその役員
を兼務してお
ります。 

② 営業上の取引 
主にギフト用
品を当社に納
入しておりま
す。 

③ 設備の賃貸借 
建物の一部を
賃貸しており
ます。 

シャディ陶器㈱ 
  

岐阜県土岐市 40 
陶磁器の企画およ
び販売 

直接  75％ 

① 役員の兼任 
当社役員中２
名がその役員
を兼任してお
ります。 

② 営業上の取引 
主に陶磁器を
中心としたギ
フト用品を当
社に納入して
おります。 

シャディ中忠㈱ 
 （注）１ 

愛媛県今治市 20 
繊維製品の企画お
よび販売 

直接  50％ 

① 役員の兼任 
当社役員中２
名がその役員
を兼任してお
ります。 

② 営業上の取引 
主に繊維を中
心としたギフ
ト用品を当社
に納入してお
ります。 

会社の名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内容 議決権の所有割合 

㈱シャディグルメ倶
楽部 

 大阪府大阪市 71 グルメ商材の企画   直接 100.0％ 

シャディサンクス＆
サービス㈱ 

 大阪府松原市 10 
ブライダル引出物
関連の販売 

  直接  70.0％ 

シャディ漆器工芸㈱  石川県加賀市 30 
漆器製品の企画お
よび販売 

  直接  50.0％ 



５【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

        ２．前連結会計年度の期末に子会社の再編を行ったことなどにより、パート及び嘱託社員の人数が当連結会計年

度において減少しております。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金および賞与を含んでおります。 

（3）労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

全社 521 (442） 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

320 （116） 35.5 9.6 4,943,809 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、製造業を中心とする業績好調な企業による設備投資の増加や雇用環境の

大幅な改善など明るい指標が増えてきたものの、個人消費については、原油価格の高騰や金利引上げなどの影響も

あり、本格的な景気回復を実感するまでには至らない状況で推移いたしました。 

流通業界においても、取扱商品や業態の垣根を越えた企業再編が進むなかで、競争はますます激化し、厳しい環境

が続いております。 

 このような状況の中で、当社グループはコア事業である「返礼ギフト」「中元・歳暮」市場におけるシェアの回

復と量的拡大を目指して、積極的な販売促進施策を実行してまいりました。   

主力媒体であるカタログについても中期的な売上回復をにらんで、カタログギフト「アズユーライク」のサービス

面および商品開発力強化を進めながら、競合他社からのシェア奪還に着手しております。 

 また、従来の販売チャネルに加えてネット受注の拡大、クライアント専用サイトを通じた新たな販路である「ネ

ットアライアンス事業」の立ち上げにも注力してまいりました。 

こうした取組みの結果、当連結会計年度の売上高は、732億32百万円と前期比55億38百万円（7.0％減）の減収なが

ら、修正計画は上回る結果となりました。 

 利益面におきましては、売上高減少の影響が大きく、また、仕入コスト削減や厳格な経費支出管理の徹底に努め

る一方で、新販路開拓に対応するシステム増強費用のほか、ネットを中心とした顧客獲得費用、カタログ刷新費用

などの投入により営業損失６億28百万円(前期は営業利益４億36百万円)となり、経常利益は６億22百万円(前期比

18億78百万円減)となりました。当期純利益につきましては、税金費用の増加もあり２億12百万円(前期比12億92百

万円減)となりました。 

 なお、前期実績には、経常利益に為替予約解約益５億15百万円を含み、特別利益には不動産売却益26億８百万円

を計上したほか、特別損失に固定資産減損損失５億41百万円および子会社整理損10億28百万円を計上するなど特殊

要因が含まれていたため、当期との変動が大きくなっております。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ138億91百

万円減少し、70億20百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果使用した資金は、10億69百万円(前年同期は25億14百万円の獲得）となりました。これは主に税

金等調整前当期純利益８億円の計上に対して、法人税等の支払額24億29百万円等があったことによるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は 118億83百万円(前年同期は85億63百万円の獲得) となりました。これは主に投

資用不動産の取得による支出10億31百万円および資金の効率的活用を目的としたグループ内におけるＣＭＳ（キャ

ッシュマネージメントシステム）への拠出としての貸付による支出97億16百万円等があったことによるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は ９億36百万円(前年同期比89.5%増)となりました。これは主に配当金の支払額７

億56百万円および自己株式の取得による支出３億38百万円等があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産状況 

 生産は行っておりませんので、該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 受注生産は行っておりません。 

(3）販売状況 

① 当社グループ（当社および連結子会社）は、ギフト用品および生活関連用品を「有店舗メディアミックス型」

という形態で販売しており、売上高の金額の合計額は全セグメントに占める割合が90％超であるため、事業の種

類別セグメント情報の記載は省略しております。 

 なお、品群別売上高を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．割戻及び値引は、品群別分類が困難であるため、小計（総売上高）より一括控除しております。 

２．当社グループは、カタログ販売に適するあらゆる品目を取扱っている関係上、品種、品目はきわめて多岐に

わたり、各品目の数量単位も不均一であり、数量表示は困難であるため、その記載を省略しました。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．当連結会計年度における総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありません。 

品群 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比(％) 

繊維品 10,276 14.0 △12.1 

陶器 1,906 2.6 △17.2 

漆器 451 0.6 △23.3 

金物 1,312 1.8 △14.9 

食料品・洗剤 38,188 51.9 △3.4 

雑貨 14,030 19.1 △15.2 

カタログ他 7,373 10.0 7.7 

小計 73,539 100.0 △7.0 

割戻及び値引 306 － 8.3 

合計 73,232 － △7.0 



３【対処すべき課題】 

 当社グループが主たる市場としておりますギフト市場におきましては、急速な少子高齢化と冠婚葬祭を中心とした

返礼ギフトの簡素化が進んでおります。 

 このような環境のなかで当社グループは、「個々の事業会社がその分野においてフルポテンシャルを追求し、ナン

バーワンとなる」というＵＣＣグループの基本思想に則り、「質的追求による顧客支持の獲得」と「グループ総合力

の強化」を基本方針として企業価値向上に取り組んでまいります。 

 具体的には戦略マトリックスとして、①「成長戦略」、②「競争戦略」、③「効率化戦略」に区分しグループ内に

おける現状認識と戦略の明確化、共有化を図りつつ、それぞれについて「選択と集中」の考え方にもとづいてスピー

ドをあげて実行してまいります。 

① 成長戦略 

 「返礼ギフト」、「中元・歳暮」をシャディのコア事業と位置づけ、市場シェア拡大のために徹底強化してまいり

ます。また、ギフト市場の変化に対応しながらシャディの強みが発揮できる分野を厳選し、「有店舗メディアミック

ス型」という当社独自とも言える販売形態を進化させながら、新規ビジネスへの集中投資を行います。さらに、シャ

ディの成長を加速できるＭ＆Ａや提携などにも積極的に取り組んでまいります。 

② 競争戦略 

 シャディの持つ強みを生かし、競争力を強化するためには、商品開発、ＭＤ力強化が も重要な戦略となります。

顧客創造を意識した自己消費型商材の投入や、アズユーライクを含む各種カタログ・チラシなどのメディア強化に取

り組んでまいります。 

新規メーカーの開拓や新商品開発の積極展開とともに、商品利益率の向上を通じて競争力強化に努めてまいります。

③ 効率化戦略 

 効率的資源配分によってコア事業、厳選された新規ビジネスに経営資源を集中投下していくために、各事業の見直

しを行い、将来においても不採算事業と判断されるものについては、引き続き順次廃止をしてまいります。 

業務プロセスの見直しを行い、非効率な業務の廃止のほかシステム、物流等の分野でＵＣＣグループ内の連携強化を

図りながら相乗効果を生み出してまいります。 

 業績管理につきましても、厳格な経費支出管理を継続しながら、当社のみならずグループ全体の経営効率化を図っ

てまいります。 

 これらの戦略マトリックスについては、目標達成の状況と経営環境の変化に応じて柔軟にかつ明確に修正してまい

ります。 

 以上のような戦略が成功し、あらゆるステークホルダーの期待にお応えしていくための基盤となりますのは、人で

あり組織であると考えております。 

社内外の人的資源の活用強化と人材育成、業務を効率的に進めるためのシステム強化、社会的責任を果たすためのコ

ーポレートガバナンス強化などを通じて、強い組織の実現に努めてまいります。  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出

日（平成19年６月29日）現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 新しい事業計画が奏功しなかった場合について 

  日本の社会慣習である冠婚葬祭の「お返し」や「中元・歳暮」などのいわゆる「伝統的な贈りもの」といわれる

ものは近年になって少子高齢化や長引く不況の影響等、諸々の要因により需要は減少の傾向にあります。 

  当社グループとしても「お返し」や「中元・歳暮」の市場が急速に縮小していることから、従来の「ギフト向け

の商品」に加えて、生活関連用品を中心とした通販的な商品のほか、ペット関連商材やペット保険の取扱いも子会

社を通じて積極的に行ってまいります。そのために、新しい商材を開発し、全国のチェーン店は魅力的な店舗に衣

替えすることにより、「お返し」や「中元・歳暮」の市場のみならず、自己需要および贈りもの全般の市場も開拓

して行く方針であります。 

  このような事業が予想通りに進展しなかった場合や、他業態との競争の激化などにより収益予想が悪化した場

合、当社グループの業績拡大が奏功しない場合があります。  

(2) 情報システムや物流システムの障害が発生した場合の影響について 

 情報システムについては耐震性の高い外部の情報センター内に格納するなどの防災対策を講じておりますが、大

規模な自然災害などにより、当社グループの情報システムや物流システムなどの中枢機能が壊滅的な損害を受けた

場合、当社グループの出荷が不可能あるいは遅延することにより復旧までの期間の売上高が低下する可能性があり

ます。さらに、それらの設備機能の修復や代替などのための費用が、損害保険により担保している金額を超えるこ

とになった場合に、巨額な資金が必要となる可能性があります。 

(3) 売上高の季節的変動の影響について 

 当社グループの年間売上高の構成比として、中元期（６月～７月）および歳暮期（11月～12月）の４ケ月におけ

る売上高が、年間売上高の約50％と大きな比率を占めております。 

 冷夏暖冬、台風、災害等の気象状況の変化や中元歳暮商戦の商品政策の誤りなどにより、この時期の売上高が計

画を下回った場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 個人情報の管理について 

 当社グループは、チェーン店の顧客および当社ホームページやカスタマーセンターを通じて蓄積した顧客に関す

る情報を保有しております。個人情報については、その重要性を認識して、情報の利用や保管等、社内管理体制を

整備しておりますが、予期せぬコンピュータシステムのトラブルや犯罪等不測の事態により、個人情報が外部に漏

洩するような事態となった場合には、社会的信用、企業ブランドが失墜し、売上の減少、損害賠償による費用の発

生等により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当社は「有店舗メディアミックス型」販売を行うチェーン店「サラダ館」の展開を図るため、各加盟店（以下フラ

ンチャイジーという）と「サラダ館ネットワークシステム加盟店契約」を締結しております。 

 当契約の主な内容は下記のとおりであります。 

① 契約の目的  当社の開発したシステムおよびこれにともなうサービスないし販売技術援助を活用して当社とフ

ランチャイジーとの協力により、「サラダ館」の事業を展開すること。 

② 開設費用等  フランチャイジーは下記の金額を当社に支払う。 

開設費用    契約時一定額 

本部協力費   毎月仕入価額の一定割合 

システム料   毎年一定額 

③ 契約期間   契約締結日から５年間。ただし両者合意の場合、期間延長あるいは更新することができる。 

④ 商標使用   当社はサラダ館の商標、サービス・マーク、ネーム等を使用する権利をフランチャイジーに付与

する。  

６【研究開発活動】 

 特記事項はありません。  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月29日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公平妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。この連結財務諸表の作成に当たりまして、連結決算日における資産・負債および連結会計年度における収

入・費用の数値に影響を与える見積りは、主に資産の評価や引当金の計上等であり、これらの見積りおよび判断に

対して、継続して評価を行っております。 

 ただし、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき、見積りおよび判断を行っております

が、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の経営成績は、業界内外における競争激化の影響等により、当連結会計年度の売

上高は、前年同期比7.0％減収の732億32百万円となりました。 

 売上総利益額につきましては、仕入コスト削減に努めたものの、売上高の減少による影響が大きく、前連結会計

年度に比べ14億20百万円減少いたしました。売上総利益率についても19.4％と前連結会計年度19.9％に比べて0.5

ポイント低下する結果となりました。 

 販売費及び一般管理費につきましては、販売促進の施策としてネットを中心とした顧客獲得費用やシステム増強

費用を支出したものの厳格な経費管理を行ったことおよび物流費の減少などにより、前連結会計年度に比べて3億

54百万円の減少となりました。 

 これらの結果、当連結会計年度は６億28百万円の営業損失(前年同期は、営業利益４億36百万円)を計上すること

となりました。  

 営業外収益から営業外費用を差引いた純額は、前連結会計年度に比べ８億13百万円の減少となりました。これは

主に、当連結会計年度から会計処理の変更により、前連結会計年度まで営業外収益に計上しておりました「仕入割

引」(当期は１億38百万円)を仕入控除項目として「売上原価」に含めたことや、未回収商品券受入益の計上額が、

前年同期比２億６百万円減の９億15百万円となったほか、前連結会計年度は特殊要因として長期為替予約解約益５

億15百万円の計上があったことなどによるものであります。 

 この結果、経常利益は前連結会計年度に比べて18億78百万円減少し６億22百万円となりました。 

 また、特別損益においては、特別利益として貸倒引当金戻入益２億57百万円、投資有価証券売却益１億95百万円

等を計上し、特別損失として子会社整理損１億88百万円、投資有価証券売却損１億45百万円等を計上いたしまし

た。これらにより特別利益から特別損失を差引いた純額は、前連結会計年度に比べ８億84百万円減少し、１億77百

万円となりました。これは主に、前連結会計年度において固定資産売却益26億８百万円の特別利益の計上や、減損

損失５億41百万円および子会社整理損10億28百万円等の特別損失を計上する等特殊要因があったことにより前年に

比べて減少額が大きくなっております。 

 以上の結果、当期純利益は前年同期比85.9％減の２億12百万円となりました。 

 １株当たり当期純利益は、前連結会計年度の77円56銭から10円94銭となり、自己資本利益率は、前連結会計年度

の4.9％から0.7％となりました。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループを取り巻くギフト市場において、少子高齢化にともなう世帯構造の変化は、冠婚葬祭のお返し、中

元・歳暮などの「伝統的ギフト」「返礼ギフト」市場の縮小をもたらしております。 

 儀礼的なギフトイベントは 小限にとどめる傾向が目立ち始め、当社グループの売上の中心である「伝統的ギフ

ト」の市場は明らかに縮小傾向にあるなかで市場におけるシェアの回復、売上拡大のためには、商品力の強化、ビ

ジネスモデルの構築が急務であると考えております。 



(4）経営戦略の現状と見通し 

 当社グループは平成17年10月のＵＣＣグループ入り以来、当社グループの事業構造、収益構造の分析を進めなが

ら「成長戦略」「競争戦略」「効率化戦略」の３つの観点から業績の回復と「新生シャディ」の創出に向けて取組

んでまいりました。 

 「成長戦略」「競争戦略」としては、コア事業の「返礼ギフト」「中元・歳暮」の徹底強化と平行して、戦略子

会社スリーハート・コーポレーションを軸にした「ネットショッピング」「ネットアライアンス事業」拡大が順調

に推移しており、売上高という目に見える形で実現していけるものと考えております。 

 また、物販という領域にとどまらない「さまざまな想いを添えて贈る」というギフト事業と親和性の高い「家族

のようなペットへの想い」を形にする「ペット保険事業」(シャディもっとぎゅっと株式会社)および「ペット会員

事業」(もっとぎゅっとペット株式会社)という新たなビジネスが立ち上がってまいります。 

  商品開発面では、主力商品のカタログギフト「アズユーライク」のサービス、商品、カタログなどを大幅に刷

新して「新アズユーライク」として投入しシェアの奪還に注力しており、徐々に成果が出始めております。 

 「効率化戦略」の面では、不採算事業の整理・統合は計画どおりに進んでおりＵＣＣグループ全体としてのコス

ト削減や仕入業務の大幅な効率化をもたらす新ＥＤＩの推進など、次期において、その成果が拡大していくものと

考えております。 

 こうした取組みによって連結売上高は、減少傾向から増収に転じると見込んでおりますが、ペット関連事業を中

心として、新たな顧客開拓や「ギフトのシャディ」から「ペットもシャディ」といったブランド構築への投資、新

たな成長へ向けたＩＴ投資等により、収益面での回復につきましては、今しばらくの時間を要するものと考えてお

ります。  

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループは、財務の健全性重視の観点から、流動比率の基準を150％に置きながら無借金経営を基本とし、

資金の有効活用とのバランスを重視しております。 

 当連結会計年度末の流動資産は、前年同期比42億56百万円減少いたしました。主因としては法人税等の支払およ

び固定資産の取得等による現預金の減少のほか、売上高の減少にともなって受取手形及び売掛金が５億58百万円減

少したことなどによるものであります。 

 また、固定資産合計は、前年同期比１億43百万円増加いたしました。これは主に、減価償却費11億40百万円の計

上による減少に対して、土地(投資用不動産)等の固定資産の取得などによるものであります。 

 これらの結果、当連結会計年度末の資産合計は、前年同期比41億13百万円の減少となりました。 

資産合計としては、流動資産が大きく減少し、前年に比較し資金の流動性を低下することとなりました。 

資金の流動性については、投資その他の資金ニーズに機動的に対応できるように長期固定化を避けて、有効活用し

ていく方針であります。    

 当連結会計年度末の負債合計は、前年同期比25億52百万円減少しました。これは主に、未払法人税等が20億28百

万円減少したほか、商品券が３億37百万円減少したことなどによるものであります。 

 当連結会計年度末の純資産合計は、配当金の支払、自己株式の取得ならびにその他有価証券評価差額金の減少等

により、307億33百万円となりました。 

 以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の60.2％から63.1％となり、1株当たり純資産額は、前連結会

計年度末の1,626円18銭から1,580円87銭となりました。 

 当社グループの資金は、前連結会計年度末に比べ138億91百万円減少し、当連結会計年度末には70億20百万円と

なりました。 

その詳細につきましては、「業績等の概要」および「連結キャッシュ・フロー計算書」に記載しております。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づき 善の経営方針を立案するよう努めて

おりますが、当社グループが主力市場としてきた「伝統的ギフト市場」「儀礼的ギフト市場」は市場規模について

は縮小傾向にあることは否定できず、当社グループのシェアを高めていく戦略の策定と実行が喫緊の課題であると

認識しております。 

従来型の商品開発、販売方法のみでは、市場の量的質的な大転換期において競争力を維持することはできず、早期

の業績回復は、困難なものとの危機感を有しております。 

 当社グループは、①幅広い商材を安定的に供給できる商品力、②それらの商品の受発注からさまざまなニーズに

応じたお届けまでの一貫したオペレーション、③地域と顧客に密着した販売網である全国のチェーン店網というこ

れらのコアコンピタンスを 大限活用し、コア事業であるギフト事業のみならず、あらゆるメディアと店舗を複合

的に活用していくメディアミックス型販売システムのより一層の確立を果たしながら、業績の回復を目指してまい

ります。  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社および連結子会社）は、「伝統的ギフト」市場の量的質的な変化に対応するため、当社グルー

プが有する販売情報、仕入情報を有効活用し、販売力強化に結び付けていくための、社内情報系システム強化のほ

か、新販路開拓に対応する販売管理システムの開発および新商品開発に係るシステム投資を積極的に進めておりま

す。 

当連結会計年度における設備投資額は、総額16億14百万円であり、その主なものは、ＵＣＣグループの物流基地建設

用地（投資用不動産）の取得費用のほか、システム投資（無形固定資産）などであります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の 
内容 

設備の 
内容 

土地 
建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

投下資本
合計 
(百万円) 

従業
員数 
(人) 

面積 
（㎡） 

金額 
（百万円）

営業拠点 

本店 

(東京都港区） 

会社統括

業務 
業務設備 

－ 

(594)
－ 2 － 7 9 

72 

(12)

大阪支社 

(大阪府松原市） 

販売、調

達、経理

関連業務 

業務設備 5,206 613 617 0 162 1,394 
117 

(50)

仙台支店 

(仙台市宮城野区） 
販売業務 販売設備 

－ 

(67)
－ 0 － 0 1 

7 

(1)

東京事務所 

(東京都千代田区) 
販売業務 販売設備 

－ 

(174)
－ 0 － 0 0 

7 

(-)

静岡支店 

(静岡県焼津市) 
販売業務 販売設備 577 108 37 － 1 146 

5 

(4)

名古屋支店 

(名古屋市名東区) 
販売業務 販売設備 

－ 

(425)
－ － － 1 1 

19 

(-)

北陸支店 

(石川県金沢市) 
販売業務 販売設備 

－ 

(53)
－ － － 0 0 

7 

(-)

広島支店 

(広島市西区) 
販売業務 販売設備 

－ 

(397)
－ － － 1 1 

9 

(1)

四国支店 

(愛媛県新居浜市) 
販売業務 販売設備 

－ 

(85)
－ － － 0 0 

7 

(-)

シャディ21 

大阪勝山店 

(大阪市天王寺区) 

直営店業

務 
販売設備 

702 

(237)
279 160 － 11 452 

6 

(32)

小計 － － 
6,486 

(2,035)
1,001 818 0 187 2,008 

256 

(100)

 



 （注）１．平成19年３月31日現在の帳簿価額によっており、建設仮勘定は含まれておりません。また、金額には消費税

等は含まれておりません。 

２．（ ）内の数字は賃借による土地及び建物の一部の面積であり、外数計上しております。なお、年間賃貸料

は、81百万円であります。 

３．従業員数の記載につきましては、臨時雇用者数を（ ）内に外書きしております。 

なお、各物流センターの従業員数は、販売業務に携わる提出会社の従業員数を記載しており、配送業務、加

工業務および返品受入業務につきましては、連結子会社であるスリーハート・コーポレーション㈱に委託し

ておりますのでその従業員数は含まれておりません。 

４．東京物流センターには営業拠点である関東支店、札幌物流センターには札幌支店、九州物流センターには九

州支店、大阪支社には大阪支店をそれぞれ併設しております。 

５．投資用不動産は次のとおりであります。 

※兵庫県神戸市の賃貸物件につきましては、未完成のため当連結会計年度において取引高は発生しておりません。

事業所名 
（所在地） 

事業の 
内容 

設備の 
内容 

土地 
建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

投下資本
合計 
(百万円) 

従業
員数 
(人) 

面積 
（㎡） 

金額 
（百万円）

物流セン

ター 

中央物流センター 

(滋賀県東近江市) 
配送業務 配送設備 26,587 436 532 38 26 1,034 

- 

(-)

東京物流センター 

(栃木県下都賀郡 

岩舟町) 

販売業務 

配送業務 

加工業務 

販売設備 

配送設備 

加工設備 

72,108 2,336 2,559 2,165 75 7,136 
26 

(-)

札幌物流センター 

(北海道恵庭市) 

販売業務 

配送業務 

販売設備 

配送設備 
6,440 113 227 7 4 353 

8 

(1)

九州物流センター 

(福岡県朝倉市) 

販売業務 

配送業務 

販売設備 

配送設備 
5,031 146 128 9 3 287 

18 

(-)

タオルセンター 

(大阪府泉佐野市) 

タオル 

加工業務 

タオル 

加工設備 
1,553 12 97 2 3 114 

3 

(4)

有田焼センター 

(長崎県東彼杵郡 

波佐見町) 

陶器 

加工業務 

陶器 

加工設備 
2,085 37 83 3 0 124 

3 

(8)

新潟商品開発センター 

(新潟県燕市) 
家庭金物 

販売設備 

配送設備 

8,553 

(950)
292 71 - 0 364 

6 

(-)

小計 － － 
122,360 

(950)
3,374 3,700 2,226 115 9,416 

64 

(13)

その他 4,450 143 222 0 40 405 
- 

(3)

合計 
133,297 

(2,985)
4,519 4,740 2,227 343 11,830 

320 

(116)

  平成19年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の内容 設備の内容 
土地面積 
（㎡） 

土地金額 
（百万円） 

建物及び構築物 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

従業員数 
（人） 

賃貸物件 
(福島県会津若松市) 

ー 
建物及び構築物 

（賃貸） 
ー  ー  57 57 

ー  
  

賃貸物件 
(山梨県甲府市) 

ー 
土地 

（賃貸） 
736 79 ー  79 

ー  
  

賃貸物件 
(兵庫県神戸市) 

ー 
土地 

（賃貸） 
5,896 1,031 ー  1,031 

ー  
  



(2）国内子会社 

 （注)従業員数の記載につきましては、臨時雇用者数を（ ）内に外書きしております。 

(3）在外子会社 

 （注）従業員数の記載につきましては、臨時雇用者数を（ ）内に外書きしております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、利益に対する投資割合等を総合的に勘案して計画しております。設備計画は

原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、グループ全体で重複投資とならないよう、提出会社を中心に調

整を図っております。 

なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  （平成19年３月31日現在）

会社名 
事業所の名称 

（所在地）
事業の内容 設備の内容 土地 

建物及
び構築
物 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

投下資
本合計 
(百万円) 

従業
員数 
（人）

スリーハート・コーポレー

ション㈱ 

本店 

（栃木県

下都賀郡

岩舟町） 

貨物取扱業 

Ｅコマース 

事業 

その他設備 ー  ー  13 38 6 58 
119 

(254)

シャディもっとぎゅっと㈱ 

本店 

（東京都

港区） 

ペット保険事

業 
その他設備 ー  ー  0 － 1 2 

7 

(-)

フォーハート・コーポレー

ション㈱ 

本店 

（東京都

港区） 

ペット会員事

業 
－ ー  ー  － － － － 

ー 

(-)

㈱アピックスインターナシ

ョナル 

本店 

（大阪府

松原市） 

家電、家具類

の企画および

販売 

販売設備 

倉庫設備 
ー  ー  3 1 30 35 

17 

(6)

シャディ陶器㈱ 

本店 

（岐阜県

土岐市） 

陶磁器の企画

および販売 

販売設備 

配送設備 
6,331 86 49 1 0 51 

12 

(1)

シャディ中忠㈱ 

本店 

（愛媛県

今治市） 

繊維製品の企

画および販売 

販売設備 

配送設備 
ー  ー  26 14 1 43 

12 

(8)

  （平成18年12月31日現在）

会社名 
（所在地） 

事業の内容 設備の内容 

土地 
建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

投下資本
合計 
(百万円) 

従業
員数 
（人）

面積 
（㎡） 

金額 
(百万円) 

上海謝迪礼品有限公司 

（中国上海市） 

製品の 

検品加工 

販売設備 

配送設備 
ー  ー  171 10 2 184 

34 

(57)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】  

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 平成18年６月21日開催の定時株主総会および同日開催の取締役会において、ストック・オプションとして新株

予約権を、当社の取締役、執行役および従業員ならびに当社関係会社の取締役および従業員等に付与（新株予約

権の個数 1,347個、新株予約権の目的となる株式の数 普通株式134,700株、新株予約権の行使時の払込金

額 1,539円）いたしましたが、権利行使がなく、当連結会計年度末をもって権利行使期間満了となりましたの

で、残高はありません。 

（3）【ライツプランの内容】 

  該当事項はございません。 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）利益による自己株式の消却（平成13年４月１日～平成14年３月31日） 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  47,623,800 

計 47,623,800 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,287,575 20,287,575 

東京証券取引所 

市場第一部 

大阪証券取引所 

市場第一部 

－ 

計 20,287,575 20,287,575 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年３月31日 △24,000 20,287,575 － 3,435 － 4,796 



（5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式962,821株は「個人その他」に 9,628単元、「単元未満株式の状況」に21株含まれております。 

２．上記「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ 

16単元および15株含まれております。 

（6）【大株主の状況】 

(注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行(株)、資産管理サービス信託銀行(株)、日本トラスティ・サービス信託銀

行(株)、バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行(株)、野村信託銀行㈱の所有株式数は、信託業

務、年金業務に係るものであります。 

２．当社は自己株式として962千株を保有しております。 

３．平成19年１月12日付でＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社ほか１社から、株券等の大量保有変更

報告書を提出した旨の通知が送付され、1,358千株（所有割合6.69％ 自己株式控除前）を保有している旨の報

告を受けておりますが、平成19年３月31日現在の保有株式数が確認できないため、上表には含めておりませ

ん。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 35 25 124 44 1 5,097 5,326 － 

所有株式数（単元） － 29,367 543 112,105 8,948 5 51,605 202,573 30,275 

所有株式数の割合

（％） 
－ 14.50 0.27 55.34 4.42 0.00 25.47 100.00 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＭＲＣホールディングス㈱ 神戸市中央区多聞通五丁目１番６号 10,994 54.19 

日本マスタートラスト信託銀
行㈱ 

東京都港区浜松町２－11－３ 908 4.48 

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－12 769 3.79 

日本トラスティ・サービス信
託銀行㈱ 

東京都中央区晴海１－８－11 584 2.88 

シャディ社員持株会 大阪府松原市松ヶ丘４－20－12 428 2.11 

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス
ジー 
(常任代理人 ㈱三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行決済事業部) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
  
 
(東京都千代田区丸の内２－７－１) 

393 1.94 

シービーエヌワイ ディエフ
エイ インターナショナルキ
ャップ バリュー ポートフ
ォリオ 
(常任代理人 シティバン 
ク・エヌ・エイ東京支店) 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA, 
CA 90401 USA 
 
 
(東京都品川区東品川２－３－14) 

187 0.92 

野村信託銀行㈱(信託口) 東京都千代田区大手町２－２－２ 155 0.77 

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ信託銀行㈱ 

東京都渋谷区広尾１－１－39 148 0.73 

メロン バンク トリーテイ
ー クライアンツ オムニバ
ス 
(常任代理人 香港上海銀行
東京支店) 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 USA 
  
 
(東京都中央区日本橋３－11－１) 

103 0.51 

計 － 14,673 72.33 



（7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株（議決権の数16個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

（8）【ストックオプション制度の内容】 

「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式     962,800 － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式   19,294,500 192,945 － 

単元未満株式  普通株式      30,275 － 
一単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数          20,287,575 － － 

総株主の議決権 － 192,945 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

シャディ株式会社 
東京都港区新橋  

６丁目１番11号 
962,800 － 962,800 4.75 

計 － 962,800 － 962,800 4.75 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得並びに旧商法第221条第６項の規定に基づく単元

未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年６月21日）での決議状況 
（取得期間 平成18年６月22日～平成19年３月31日） 

200,000 400,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 200,000 313,317,500 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 86,682,500 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)  0.0 21.7 

当期間における取得自己株式  － － 

提出日現在の未行使割合(％)  0.0 21.7 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年10月17日）での決議状況 
（取得期間 平成18年10月23日～平成19年３月31日） 

200,000 400,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 16,700 24,380,500 

残存決議株式の総数及び価額の総額 183,300 375,619,500 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)  91.7 93.9 

当期間における取得自己株式  － － 

提出日現在の未行使割合(％)  91.7 93.9 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 550 931,262 

当期間における取得自己株式  118 161,278 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他（注）１ 101,685 122,138,933 － － 

保有自己株式数（注）２ 962,821 － 962,939 － 



（注）１．ストック・オプションの権利行使（株式数101,600株、処分価額の総額122,041,920円）及び単元未満株式の売

渡請求による売渡（株式数85株、処分価額の総額97,013円）であります。 

２．当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。 

３【配当政策】 

① 株主の皆様には、業績に応じた増配・株式分割などの利益配分に努める方針であり、配当性向30％以上の継続的

実現を目標としております。また証券市場の動向も勘案して、自社株買い付けにも機動的に対応する方針であり

ます。 

 ② 当社は、長期的な経営基盤の安定のため、財務の健全性を維持しながら内部留保の充実をはかっていくことを基

本としております。 

 ③ 当社は、配当支払いに関しましては、従来どおり中間配当、期末配当の年２回の配当を継続していく予定であり

ます。 

なお、当期の株主配当については、前期より１円増配し、１株当たり年間36円(うち中間配当金18円)の配当を実

施しております。   

 ④ 平成19年９月末日を基準日とする中間配当および平成20年３月末日を基準日とする期末配当につきましては、第

６.提出会社の株式会社の株式事務の概要の(注)２．に記載のとおりであります。 

 ⑤ 内部留保資金につきましては、全国チェーン店への支援や、物流機能の一層の強化、営業ネットワークの構築、

情報システムの高度化など合理化、効率化などへの投資や事業拡大のために充当していく方針であります。 

⑥ 当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨定款に定めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。 

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成18年11月14日 

取締役会決議 
348 18 

平成19年５月15日 

取締役会決議 
347 18 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 1,240 1,310 1,365 2,605 2,255 

最低（円） 1,030 1,015 980 1,010 1,320 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,626 1,510 1,519 1,519 1,513 1,531 

最低（円） 1,445 1,401 1,320 1,380 1,438 1,413 



５【役員の状況】 

(1）取締役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 － 上島 豪太 昭和43年9月8日生 

 平成３年４月 ＵＣＣ上島珈琲㈱入社 

 平成６年６月 同社取締役 財務経理本部長付 

 平成11年６月 同社常務取締役 グループ総合企画室

長 

 平成14年６月 同社取締役副社長 グループ総合企画

室担当 

 平成15年８月 同社代表取締役副社長 ＵＣＣグルー

プ経営戦略会議メンバー兼グループ

総合企画室担当 

 平成16年11月 同社代表取締役副社長グループＣＯ

Ｏ兼グループ営業部門統轄兼グルー

プ業務本部担当兼海外事業部担当 

 平成17年10月 ＭＲＣホールディングス㈱ 

取締役（現任） 

 平成17年10月 当社代表執行役社長 

 平成17年12月 当社取締役兼代表執行役社長 

(現任) 

 平成18年10月 ＵＣＣ上島珈琲㈱代表取締役副社長

グループＣＯＯ兼グループ営業部門

統轄兼海外事業部担当兼グループワ

ークアウト推進室長（現任）  

（注）

1 
－ 

取締役 － 志村 康昌  昭和27年11月22日生

 昭和50年４月 東邦生命保険相互会社入社 

 平成９年４月 同社取締役総合企画部長 

 平成10年３月 ＧＥエジソン生命保険㈱ 取締役兼

常務執行役員 

 平成12年６月 ＧＥアセットマネージメント株式会

社 代表取締役社長 

 平成16年４月 ユーシーシーフーヅ㈱ 顧問 

 平成16年６月 同社代表取締役副社長 

 平成17年６月 同社代表取締役兼執行役員副社長 

 (現任) 

 平成17年10月 ＭＲＣホールディングス㈱ 

取締役（現任） 

 平成17年10月 当社執行役副社長 

企画管理本部長 

 平成17年12月 当社取締役兼執行役副社長 

企画管理本部長 

 平成18年２月 当社取締役兼執行役副社長 

企画管理本部担当(現任) 

（注）

1 
4 

取締役 －   河本 篤  昭和29年１月23日生

 昭和51年３月 ＵＣＣ上島珈琲㈱入社 

 平成７年４月 同社社長室長 

 平成13年６月 同社取締役 

マーケティング本部長 

 平成15年４月 同社取締役社長室長 

 平成16年６月 同社常務取締役 社長室長兼品質保証

室担当兼グループ総務人事本部担当 

 平成17年10月 ＭＲＣホールディングス㈱ 

取締役（現任）  

 平成17年12月 当社取締役 (現任) 

 平成18年４月 ＵＣＣ上島珈琲㈱取締役 専務執行役

員兼社長室長兼品質保証室担当兼グ

ループ総務人事本部担当 

 平成19年２月 同社取締役 専務執行役員兼総合企画

本部長 (現任)  

（注）

1 
－ 

 



 （注）１．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

    ２．河本 篤、吉本 康徳、永山 妙子は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

       ３．当社は委員会設置会社であり、委員会体制については次のとおりであります。 

 指名委員会 委員長 志村  康昌 

       委 員 吉本 康徳、永山 妙子 

 報酬委員会 委員長 上島 豪太 

       委 員 吉本 康徳、永山 妙子 

 監査委員会 委員長 河本 篤 

       委 員 吉本 康徳、永山 妙子 

    ４．ＵＣＣ上島珈琲㈱およびＭＲＣホールディングス㈱は、当社の親会社等であります。 

      当該２社の概要につきましては、「関係会社の状況」および「提出会社の親会社等の情報」に記載しており 

           ます。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 － 吉本 康徳  昭和33年３月２日生

 昭和56年４月 アーサーアンダーセン（現アクセン

チュア)入社 

 昭和61年９月 同社 マネージャー 

 平成５年９月 同社パートナー(共同経営責任者)に

昇格 

 平成17年８月 同社 退社 

 平成17年12月 当社取締役 (現任) 

 平成18年９月 ＰＩマネジメント有限責任事業組合

パートナー (現任) 

（注）

1 
1 

取締役 － 永山 妙子  昭和20年１月17日生

 昭和48年４月 ファースト・シカゴ銀行入行 

 昭和58年４月 マニュファクチュアラーズ・ハノー

バー銀行グループ入行（後のケミカ

ル銀行、チエース・マンハッタン銀

行、ＪＰモルガン・チェース銀行グ

ループ） 

証券会社ロンドン本店を経て、東京

支店 コーポレート・ファイナンス

部長、国際金融部長、グローバル・

インシュアランス部門日本代表、金

融法人部副管掌 

 平成13年11月 クレディ・リヨネ証券会社東京支

店 マネジング・ディレクター 副支

店長(クレディ・アグリコルとの合併

により、社名変更、現カリヨン証券

会社) 

平成15年 経済同友会会員 

（会員委員等） 

 平成17年12月 当社取締役 (現任) 

 平成19年４月 カリヨン証券会社 東京支店 副会

長 (現任) 

（注）

1 
2 

        計   7 



(2）執行役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

代表執行役社

長 
－ 上島 豪太 

(1）取締役の状況

に記載しておりま

す。 

同左 （注） 同左 

執行役副社長 
企画管理本部 

担当 
 志村 康昌  

(1）取締役の状況

に記載しておりま

す。 

同左 （注）  同左  

執行役副社長 

セールス＆マ

ーケティング

統括本部長・

商品本部担当 

片山 隆司  昭和27年12月30日生

 昭和51年８月 ＵＣＣ上島珈琲㈱ 入社 

 平成８年４月 同社営業統轄本部 

営業管理部部長 

 平成12年６月 同社取締役 

兼グループ総合企画室長 

 平成14年６月 ユーシーシーフーヅ㈱取締役 

 平成16年３月 同社常務取締役 

 平成17年６月 同社取締役兼常務執行役員 

 平成17年10月 当社執行役副社長 商品本部長 

 平成17年11月 ユーシーシーフーヅ㈱ 

取締役（現任) 

 平成18年２月 当社執行役副社長 

営業本部・商品本部担当    

 平成18年３月 スリーハート・コーポレーショ

ン㈱代表取締役社長(現任)   

 平成19年２月 当社執行役副社長 

セールス＆マーケティング統括

本部長・商品本部担当（現任） 

（注） 2 

専務執行役  

プロジェクト

マネジメント

室担当  

湊谷 恵雄  昭和28年11月24日生

 昭和51年４月 東邦生命保険相互会社入社 

 平成10年４月 ＧＥエジソン生命保険株式会社 

執行役員 

 平成16年５月 ＧＥコンシュマーファイナンス

株式会社 ディレクター 

 平成17年２月 ピーシーエー生命保険株式会社

 ヴァイスプレジデント兼チー

フ・コンプライアンス・オフィ

サー 

 平成18年12月 当社入社 当社専務執行役プロ

ジェクトマネジメント室担当  

（現任） 

（注） － 

常務執行役 
チェーン店本

部長 
濱田 秀途  昭和30年12月28日生

 昭和53年４月 東邦生命保険相互会社入社 

 平成11年４月 ＧＥエジソン生命保険㈱ 

法人開発部長 

 平成17年７月 ＡＩＧエジソン生命保険㈱ 

公務福祉部長 

 平成17年12月 当社入社 

当社執行役 営業本部長  

 平成18年２月 当社常務執行役 営業本部長 

 平成19年２月 当社常務執行役 チェーン店本

部長（現任） 

（注） 1 

常務執行役 商品本部長 和氣 悦世  昭和26年６月５日生

 昭和49年４月 ㈱イトーヨーカ堂入社 

 平成12年２月 住居事業部家電部・催事部・コ

ミュニティアリーナ部シニアＭ

Ｄ 

 平成14年９月 ㈱平和堂入社 

 平成16年５月 取締役 営業改革推進部部長 

 平成18年２月 当社入社 当社常務執行役 商

品本部長（現任） 

（注） 2 

常務執行役 
企画管理本部

長 
香川 浩三  昭和30年１月10日生

 昭和53年３月 ㈱ハヤシシンチェーン［現シャ

ディ㈱］入社 

 平成８年４月 当社総務部長 

 平成14年２月 当社執行役員管理本部副本部長 

 平成15年６月 当社執行役 

 平成17年１月 当社執行役 管理部長 

 平成18年２月 当社執行役 企画管理本部長 

 平成18年６月 当社常務執行役 企画管理本部

長（現任） 

（注） 24 

 



 （注）平成19年６月28日開催の定時株主総会終結後、最初に開催された取締役会の終結の時から１年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

執行役 

サラダ館本部

長・業務企画室

長 

灰方 良博  昭和30年６月25日生 

 昭和55年４月 東邦生命保険相互会社入社 

 平成14年７月 ＧＥエジソン生命保険㈱  

法人・ 代理店事業部長 

 平成15年９月 ＡＩＧエジソン生命㈱  

法人・ 代理店事業部長 

 平成16年７月 ピーシーエー生命保険㈱ 

営業統括部ＡＶＰ＆ヘッド 

 平成18年２月 当社入社  当社執行役  

 平成18年４月 当社執行役 営業戦略室室長 

 平成19年２月 当社執行役 サラダ館本部長・業

務企画室長（現任） 

（注） 1 

執行役  
チェーン店本部

副本部長 
志村 雅之  昭和30年４月30日生 

 昭和54年３月 当社入社 

 平成11年12月 当社販売企画部長 

 平成14年２月 当社執行役員サラダ館・チェー

ン店本部東日本担当 

 平成15年６月 当社執行役チェーン店本部長 

 平成17年10月 当社執行役営業本部副本部長 

 平成19年２月 当社執行役チェーン店本部副本

部長（現任) 

（注） 23 

執行役 － 井原 章善  昭和35年２月27日生 

 昭和59年３月 当社入社 

 平成10年12月 当社商品調達部長 

 平成14年２月 当社執行役員生産本部長 

 平成15年４月 当社ＣＤ準備室長 

 平成15年６月 当社執行役(現任) 

 平成17年６月 当社店舗通販担当・銀座店店長 

 平成18年３月 スリーハート・コーポレーショ

ン㈱常務取締役  

Ｅコマース事業本部長（現任） 

（注） 10 

執行役 － 田頭 弘義  昭和29年９月28日生 

 昭和52年３月 ㈱ハヤシシンチェーン［現シャ

ディ㈱］入社 

 平成元年４月 当社東京営業本部部長 

 平成10年２月 シャディ物流㈱(現スリーハー

ト・コーポレーション㈱)出向 

 平成13年５月 シャディ物流㈱(現スリーハー

ト・コーポレーション㈱） 

代表取締役社長 

 平成16年６月 当社執行役(現任) 

 平成18年３月 スリーハート・コーポレーショ

ン㈱常務取締役  

ロジスティクス事業本部長 

（現任） 

（注） 23 

執行役 
カスタマーセン

ター長 
畷 美代子  昭和36年７月６日生 

 昭和57年３月 当社入社 

 平成13年１月 当社事務センター部長 

 平成15年４月 当社商品調達部長 

 平成15年11月 当社カスタマーセンター長 

 平成16年６月 当社執行役カスタマーセンター

長（現任） 

（注） 2 

執行役 関連事業部長 広田 恒夫  昭和26年９月27日生 

 昭和50年４月 ㈱そごう入社 

 平成６年３月 ㈱加古川そごう出向 

執行役員販売推進部長兼総務部

長 

 平成12年９月 崇光香港百貨有限公司 

（香港そごう）出向 総経理  

 平成15年５月 太平洋崇光百貨（股）有限公司 

（太平洋そごう)転籍 協理 

 平成16年12月 当社入社 

 平成17年１月 当社執行役海外事業部長 

 平成18年２月 当社執行役関連事業部長(現任) 

（注） － 

        計   96 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、経営環境の変化にともなう「経営判断の迅速化」や市場に対する「経営の透明性」がますま

す求められる情勢において、「企業経営は誰のために行うのか」「経営陣を誰がどのように監督するのか」とい

ったいわゆる「企業統治」に関することは、当社グループの経営を継続していくうえでの根幹に関わる重要課題

であると位置づけております。 

(1) 会社の機関の内容および内部統制システム整備の状況等  

 ① 会社機関の基本説明 

当社は平成15年６月開催の定時株主総会で承認を受けて、「委員会設置会社」に移行いたしました。取締役によ

る経営の監督機能と執行役による業務執行とを明確に分離し、経営の透明性の確保と経営判断の迅速化の実現に

努めております。 

  平成19年３月31日現在の取締役５名のうち、社外取締役３名が執行役を兼務しない取締役であります。社外取

締役２名を含む３名で構成する指名委員会および報酬委員会を、また社外取締役のみで構成する監査委員会を設

置しております。 

  取締役会は、原則として毎月１回開催し、それぞれ重要課題について議論を重ねるとともに、同日開催の監査

委員会において議論の内容や業務執行状況の報告を行い、経営の透明性を確保するとともに経営の監督機能を果

たしております。 

  また、執行役会については、役付執行役会を毎週開催するとともに、月２回開催の拡大執行役会において、各

部門からの定期報告を通じて、業務執行状況の共有を図っております。 

当期に於ける各会の開催状況は、取締役会14回、執行役会42回となっております。 

 ② 会社の機関および内部統制図 



 ③ 内部監査および監査委員会監査の状況 

 当社の内部監査につきましては、監査部(１名)が監査計画に基づいて各部門の業務監査を行うほか、監査委員

会事務局(１名)と共同監査を行うなど、連携を取りながら内部監査機能の強化に取組んでおります。 

監査部による監査指摘事項に対する回答状況および改善状況についても、監査委員会において定期的に報告する

ことにより、指摘のみにとどまらず、実効性を確保しております。 

 また、監査委員会独自に各業務部門に対するヒヤリングを行うことにより、業務執行状況に対する理解を深め

ながら監査の有効性向上に努めております。 

会計監査人との連携につきましても、中間決算および年度決算における監査報告とともに、監査指摘事項の改善

状況についても定期的に確認を行っております。 

  

  ④ 会計監査の状況  

 当連結会計年度における業務執行社員として新日本監査法人の阿部修二、林由佳の２氏のほか、補助者として

公認会計士４名および会計士補等８名、その他１名による会計監査を受けております。  

⑤ 社外取締役との関係  

  社外取締役 河本 篤氏は、当社の親会社等のＵＣＣ上島珈琲株式会社の取締役専務執行役員であります。 

吉本康徳、永山妙子の両氏については、当社との間に社外取締役以外の人的関係、資本関係、取引関係はありま

せん。 

(2)リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、業務に関わる全てのリスクについて適切に管理することにより、長期的な業容の拡大・発展、安定的な

収益の確保と健全な経営基盤の確立を経営上の重要課題としております。これに対応するため、各業務担当部門に

おいて規則・基準を定め、リスクの測定、管理手法の研究等を行っております。リスクの発生が予見される場合に

は法律事務所をはじめとする専門機関と適宜相談を行い、予防に努めるとともに、問題が発生した場合には迅速な

対応を図ることとしております。 

(3)役員報酬の内容 

  平成18年４月１日から平成19年３月31日 

  社内取締役  44百万円 ２人 

  社外取締役  19百万円 ３人 

  執行役    153百万円 13人 

   上記の支給人員には、当期中に退任した執行役２名を含んでおります。 

(4)監査報酬の内容 

 公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 19百万円 

 (注) 上記以外の報酬はありません。  

(5)責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,200万円または法令が定める額のいずれか高い額

としております。 

 (6)取締役の定数 

 当社の取締役は８名以内とし、内２名以上は社外取締役とする旨を定款に定めております。 



 (7)当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

 (8)剰余金の配当等の決定機関 

 当社は、平成15年６月の定時株主総会での承認により、委員会等設置会社へ移行し、株主配当等については旧商法

特例法の規定に基づき取締役会決議により行うこととなりましたが、平成18年５月の会社法施行に伴い、剰余金の配

当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によ

らず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。 

 (9)株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）および前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）ならびに当連結会計年度（平成18年４月１日

から平成19年３月31日まで）および当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表およ

び財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

（1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     21,174     7,783  

２．受取手形及び売掛金 ※６   9,853     9,294  

３．たな卸資産     3,450     3,052  

４. 短期貸付金     －     9,532  

５．繰延税金資産     419     124  

６. その他     1,736     2,298  

７．貸倒引当金     △954     △660  

流動資産合計     35,681 67.9   31,424 64.9 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物及び構築物   10,885     10,591    

減価償却累計額   5,461 5,423   5,587 5,004  

２．機械装置及び運搬具   6,952     6,916    

減価償却累計額   4,272 2,679   4,621 2,295  

３．土地     4,715     4,605  

４．建設仮勘定     6     －  

５．その他   1,700     1,792    

減価償却累計額   1,276 423   1,406 385  

有形固定資産計     13,248 25.2   12,291 25.4 

(2）無形固定資産              

１．のれん     －     457  

２．その他     919     1,065  

無形固定資産計     919 1.8   1,522 3.1 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券 ※１   900     439  

２．商品券発行保証金 ※２   800     800  

３．繰延税金資産     538     349  

４．投資用不動産   －     1,243    

   減価償却累計額   － －   75 1,168  

５．その他 ※１   852     591  

６．貸倒引当金     △404     △166  

投資その他の資産計     2,685 5.1   3,183 6.6 

固定資産合計     16,854 32.1   16,997 35.1 

資産合計     52,535 100.0   48,422 100.0 

 



    前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※６   11,579     11,286  

２．未払法人税等     2,046     18  

３．商品券 ※２   2,772     2,435  

４．賞与引当金     182     －  

５．その他     1,744     1,955  

流動負債合計     18,325 34.9   15,694 32.4 

Ⅱ 固定負債              

１．退職給付引当金     850     1,007  

２．役員退職慰労引当金     182     154  

３．預り保証金     450     448  

４．連結調整勘定     230     －  

５．負ののれん     －     175  

６．その他     201     208  

固定負債合計     1,915 3.6   1,995 4.1 

負債合計     20,241 38.5   17,689 36.5 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     681 1.3   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※３   3,435 6.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金     4,799 9.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金     23,849 45.4   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額

金 
    433 0.8   － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定     62 0.1   － － 

Ⅵ 自己株式 ※４   △966 △1.8   － － 

資本合計     31,613 60.2   － － 

負債、少数株主持分及び

資本合計 
    52,535 100.0   － － 

               
 



    前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金 ※３    － －   3,435 7.1 

２．資本剰余金     － －   4,805 9.9 

３．利益剰余金     － －   23,309 48.1 

４．自己株式 ※４    － －   △1,183 △2.4 

  株主資本合計     － －   30,367 62.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差

額金 
    － －   89 0.2 

２．繰延ヘッジ損益     － －   2 0.0 

３．為替換算調整勘定     － －   91 0.2 

  評価・換算差額等合計     － －   182 0.4 

Ⅲ 新株予約権     － －   － － 

Ⅳ 少数株主持分     － －   183 0.4 

純資産合計     － －   30,733 63.5 

負債純資産合計     － －   48,422 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高      78,771 100.0   73,232 100.0 

Ⅱ 売上原価     63,099 80.1   58,981 80.6 

売上総利益     15,671 19.9   14,251 19.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．広告宣伝費   1,198     1,222    

２．発送梱包費   5,564     5,402    

３．従業員給料賞与   2,885     3,031    

４. 賞与引当金繰入額   196     －    

５．その他   5,389 15,235 19.3 5,224 14,880 20.3 

営業利益又は営業損失
（△） 

    436 0.6   △628 △0.9 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   10     59    

２．仕入割引   155     －    

３．未回収商品券受入益   1,122     915    

４．為替予約解約益   515     －    

５．その他   296 2,100 2.6 315 1,291 1.8 

Ⅴ 営業外費用              

１．売上割引   29     28    

２．その他   6 36 0.0 11 40 0.0 

経常利益     2,501 3.2   622 0.9 

Ⅵ 特別利益              

１．投資有価証券売却益   5     195    

２．補償料返還金   －     120    

３. 出資金売却益    －     66    

４．固定資産売却益 ※１ 2,608     1    

５．貸倒引当金戻入益   106     257    

６．保険積立金解約益   20 2,740 3.4 － 641 0.8 

               
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※２ 34     9    

２．子会社整理損 ※３ 1,028     188    

３．減損損失 ※４ 541     －    

４．退職給付費用   －     117    

５．投資有価証券売却損  ※５ －     145    

６．その他   73 1,678 2.1 2 463 0.6 

税金等調整前当期純利
益 

    3,563 4.5   800 1.1 

法人税、住民税及び事
業税 

  2,121     30    

還付法人税等   －     △32    

法人税等調整額   △59 2,062 2.6 620 618 0.8 

少数株主損失（△）     △3 △0.0   △30 △0.0 

当期純利益     1,504 1.9   212 0.3 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,796 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

   自己株式処分差益   2 2 

Ⅲ  資本剰余金期末残高     4,799 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     22,896 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益   1,504 1,504 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１.配当金   543   

２.連結範囲変更に伴う 
減少高 

  8 551 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     23,849 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,435 4,799 23,849 △966 31,117 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △756   △756 

当期純利益     212   212 

自己株式の取得       △338 △338 

自己株式の処分   6   122 128 

連結範囲の変動     4   4 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 6 △539 △216 △750 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,435 4,805 23,309 △1,183 30,367 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

433 － 62 496 － 681 32,294 

連結会計年度中の変動額              

剰余金の配当             △756 

当期純利益             212 

自己株式の取得             △338 

自己株式の処分             128 

連結範囲の変動             4 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△344 2 29 △313 － △497 △811 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△344 2 29 △313 － △497 △1,561 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

89 2 91 182 － 183 30,733 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー  

     

税金等調整前当期純利益   3,563 800 

減価償却費   1,266 1,140 

連結調整勘定償却額   △78 － 

負ののれん償却額   － △85 

子会社整理損   680 11 

減損損失   541 － 

退職給付引当金の増減額   28 169 

役員退職慰労引当金の増
減額 

  △298 28 

賞与引当金の増減額   △4 △139 

貸倒引当金の増減額   △176 △415 

受取利息及び受取配当金   △10 △60 

投資有価証券売却益   △5 △195 

投資有価証券売却損   － 145 

為替差損益   △16 △5 

有形固定資産売却益   △2,608 △1 

有形固定資産除却損   34 9 

売上債権の増減額   1,206 362 

たな卸資産の増減額   205 352 

その他の流動資産の増減
額 

  1,036 △239 

仕入債務の増減額   △1,701 △261 

未払消費税等の増減額   258 △248 

その他の流動負債の増減
額 

  △514 △170 

その他   △851 75 

小計   2,555 1,272 

利息及び配当金の受取額   12 57 

利息の支払額   △1 △0 

法人税等の支払額   △51 △2,429 

還付法人税等の受取額   － 29 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  2,514 △1,069 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

定期預金等の預入によ
る支出 

  △167 △675 

定期預金等の払戻によ
る収入 

  212 174 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △6 △123 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  11 275 

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の売却に
よる支出 

 ※３ － △302 

子会社株式の取得によ
る支出 

  △17 △91 

新規連結子会社株式の
取得による支出 

 ※２  － △350 

出資金の払込による支
出 

  △0 △11 

子会社出資金の売却に
よる収入 

  － 35 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △285 △198 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  9,041 15 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △324 △310 

貸付けによる支出   △195 △9,716 

貸付金の回収による収
入 

  4 135 

保証金の差入による支
出 

  △46 △8 

保証金の返還による収
入 

  39 6 

商品券発行保証金の差
入による支出 

  △800 － 

有価証券の償還による
収入 

  800 － 

投資用不動産の取得に
よる支出 

  － △1,031 

その他   297 295 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  8,563 △11,883 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

自己株式の取得による
支出 

  △2 △338 

自己株式の処分による
収入 

  53 128 

配当金の支払額   △541 △756 

少数株主への配当金の
支払額 

  △3 △6 

その他   － 36 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △494 △936 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  43 11 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

  10,627 △13,878 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  10,219 20,912 

Ⅶ 連結範囲の変更を伴う現
金及び現金同等物の増減
額 

  64 △13 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 ※１  20,912 7,020 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数  ８社 (1）連結子会社数  ８社 

  連結子会社名 連結子会社名 

  スリーハート・コーポレーション㈱ 

上海謝迪礼品有限公司 

㈱アピックスインターナショナル 

シャディ陶器㈱ 

シャディ漆器工芸㈱ 

シャディ中忠㈱ 

㈱シャディグルメ倶楽部 

シャディサンクス＆サービス㈱ 

スリーハート・コーポレーション㈱ 

シャディもっとぎゅっと㈱ 

フォーハート・コーポレーション㈱ 

上海謝迪礼品有限公司 

㈱アピックスインターナショナル 

シャディ陶器㈱ 

シャディ漆器工芸㈱ 

シャディ中忠㈱ 

    ㈱シャディグルメ倶楽部およびシ

ャディサンクス＆サービス㈱の２社

は、当連結会計年度から連結の範囲

に含めております。 

 なお、当該２社は事業再編の一環

として業務をシャディ㈱およびスリ

ーハート・コーポレーション㈱に移

管するため、平成18年３月末日をも

って解散し、清算手続きを行ってお

ります。 

上記のうち、シャディもっとぎゅっ

と㈱(旧社名 ㈱ペットライフ)は株

式取得により、フォーハート・コー

ポレーション㈱は設立によりそれぞ

れ、当連結会計年度から連結の範囲

に含めております。 

 

シャディ漆器工芸㈱については、平

成18年10月２日付で提出会社所有の

株式全株を売却いたしました。 

   スリーハートロジスティクス㈱は

平成18年３月27日付をもって、社名

をスリーハート・コーポレーション

㈱に変更いたしました。  

  

  (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

   主要な非連結子会社 

電子金券開発㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

 主要な非連結子会社 

邦栄サービス㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

  該当事項はありません。 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社（電子金券開発㈱ほか４社）及び関

連会社（セキセー㈱、㈱オフィス２０

２０新社）は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

(1）持分法適用の関連会社数 

  該当事項はありません。 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社（邦栄サービス㈱他2社）及び関連会

社（セキセー㈱、㈱オフィス２０２０

新社）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除外

しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 上海謝迪礼品有限公司の決算日は、12

月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日との間に発生し

た重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

イ 有価証券 

満期保有目的の債券 

     ──── 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

 （評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。） 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。） 

  時価のないもの 

 総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ 

 時価法 

ロ デリバティブ 

         同左 

  ハ たな卸資産 

 主として先入先出法による原価法に

よっております。 

ハ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 主として定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

イ 有形固定資産(投資用不動産を含む) 

主として定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。  

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

   建物及び構築物    ３年～50年 

 機械装置及び運搬具  ４年～17年 

 建物及び構築物    ３年～50年 

 機械装置及び運搬具  ４年～17年 

  ロ 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より計上し、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収の可能性を

検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。 

ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。 

  

（追加情報） 

  提出会社においては、平成18年７月に

導入された新人事制度により、賞与支給

額の確定が可能となりましたので、当期

の負担すべき金額(153百万円)を「未払賞

与」として流動負債の「その他」に計上

しております。  

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額

を計上しております。 

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため当連結

会計年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上して

おります。提出会社は原則法により算定

し、連結子会社は簡便法によって算定し

ております。 

なお、提出会社においては、数理計算上

の差異は、各年度の発生時における平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

（会計処理の変更） 

 当連結会計年度より退職給付債務の算

定方法を提出会社においては、簡便法か

ら原則法に変更いたしました。この変更

は、従業員の増加等にともない、退職給

付に係る会計処理をより適切に行うため

であります。この変更にともなって発生

する原則法による退職給付債務と簡便法

による退職給付債務の差額117百万円は特

別損失に計上しております。この結果、

従来の方法によった場合に比較して、営

業利益、経常利益は27百万円増加し、税

金等調整前当期純利益は90百万円減少し

ております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金規程および内規に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上し

ております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…デリバティブ取引（為

替予約取引等） 

 ヘッジ対象…外貨建金銭債務および

外貨建予定取引 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…同左 

 ヘッジ対象…同左 

  ハ ヘッジ方針 

 輸入取引に係る外貨建金銭債務およ

び外貨建予定取引に対して為替相場の

変動によるリスクをヘッジする目的で

行っております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であるため、ヘッジに

高い有効性があるものと判断しており

ます。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

       同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 消費税の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

───── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 ─────  のれん及び負ののれんの償却について

は、発生日以後、投資効果が発現する期

間(５年～10年)の定額法により償却を行

っております。なお、少額なものは発生

時に一括償却しております。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

───── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３カ月以内に満期または償

還期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準)  

  当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計審議会 企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

これにより税金等調整前当期純利益は、541百万円減少

しております。 

なお、減損損失累計額については、当該資産の金額から

直接控除しております。    

───── 

───── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、30,547百万

円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

─────   (ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関

する会計基準」(企業会計基準第8号 平成17年12月27

日)及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年5月

31日)を適用しております。 

 なお、権利行使がなされないまま当連結会計年度末を

もって権利行使期間満了となりましたので、損益に与え

る影響はありません。 

 ─────   (仕入割引に係る会計基準)  

  前連結会計年度まで仕入代金現金決済時に受取る現金

歩引きについては、営業外収益の「仕入割引」として会

計処理しておりましたが、当連結会計年度より、仕入控

除項目として、「売上原価」に含めて処理することに変

更しました。 

 この変更は、市場の実勢金利との乖離により金利とし

ての側面が薄れて、商品コスト引下げ、仕入割戻と同様

の商品価格政策の一部となってきた実態に即して、より

適切な表示を行なうためのものであります。 

 この変更により、従来の方法と比べ営業利益は、138

百万円増加し営業外収益が同額減少しております。    



表示方法の変更 

      追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(連結貸借対照表)      

            ─────   

(連結貸借対照表) 

１． 「短期貸付金」は、前連結会計年度末は、流動資産 

  の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連 

  結会計年度末において資産の総額の100分の5を超えた 

   ため区分掲記しました。なお、前連結会計年度末の   

 「短期貸付金」の金額は、198百万円であります。 

  

２． 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「賞与 

   引当金」（当連結会計年度末の残高は39百円） は、 

  提出会社の人事制度の変更により重要性が低くなった 

   ため、流動負債の「その他」に含めて表示することに 

   しました。 

  

３． 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として 

   表示していたものは、「負ののれん」として表示して 

   おります。 

１ (連結損益計算書）     

 「売上割引」は、前連結会計年度まで営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において営業外費用の総額の100分の10を超えたため

区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「売上割引」の金額は2

百万円であります。        

(連結損益計算書）   

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「賞与引

当金繰入額」（当連結会計年度は39百万円）は、提出会

社の人事制度の変更により重要性が低くなったため、販

売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示すること

にしました。 

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

            ─────   

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

   前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して表示していたものは、「負ののれん償却額」として

表示しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(連結貸借対照表)    

                    ─────    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(連結貸借対照表) 

投資用不動産 

 前連結会計年度までは、一部の賃貸資産も有形固定資

産に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度にお

いて賃貸目的の土地を総額1,031百万円にて取得した結

果、賃貸目的資産の重要性が増すこととなったため、当

社が事業の用に供する固定資産と区分して、投資その他

の資産の「投資用不動産」として表示することに変更い

たしました。 

 この結果、従来の表示方法と比較して、有形固定資産

(建物、構築物、土地)が1,168百万円(簿価)減少し、投資

その他の資産の「投資用不動産」が同額増加しておりま

す。  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 130百万円 

その他（出資金） 23百万円 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 108百万円 

その他（出資金） 23百万円 

※２ 担保資産および担保付債務 ※２ 担保資産および担保付債務 

担保に供している資産 担保に供している資産 

商品券発行保証金 800百万円 商品券発行保証金 800百万円 

商品券発行保証金は現金にて供託しております。 商品券発行保証金は現金にて供託しております。 

担保付債務 担保付債務 

商品券 2,772百万円 商品券 2,435百万円 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式20,287,575株

であります。  

※３         ──────  

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式847,256

株であります。  

※４         ──────  

  ５ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額    1,420百万円  

借入実行残高        －百万円  

差引額         1,420百万円  

  ５ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額    1,150百万円  

借入実行残高        －百万円  

差引額         1,150百万円  

※６              ──────  ※６ 当連結会計年度末日満期手形の会計処理 

 当連結会計年度末日満期手形の会計処理につい

ては、当連結会計年度末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ており、その金額は次のとおりであります。 

        受取手形  560百万円 

        支払手形   0百万円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の明細  ※１ 固定資産売却益の明細  

土地 2,162百万円 

建物 446百万円 

その他 1百万円 

     

   

※２ 固定資産除却損の明細 ※２ 固定資産除却損の明細 

構築物 4百万円 

その他 30百万円 

その他 9百万円 

※３ 子会社整理損の明細 

子会社出資金評価損 680百万円 

貸倒引当金繰入(貸付金) 296百万円 

清算費用（未払費用） 52百万円 

※３ 子会社整理損の明細 

清算費用 188百万円 

※４  減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

  場 所：大阪市天王寺区 

 用 途：店舗 

 種 類：土地および借地権 

 減損額：346百万円 

  

 場 所：大阪市天王寺区ほか  

 用 途：遊休資産 

 種 類：土地 

 減損額： 58百万円 

  

 場 所：山梨県甲府市 

 用 途：賃貸土地 

 種 類：土地 

 減損額：136百万円 

  

  当社グループの資産グルーピングは本社機能および各地

  の物流センター、支店については共用資産として行い、

  直営店舗、遊休資産については個別物件単位で行ってお

  ります。 

   このうち市場価格が著しく下落した物件について帳簿価

  額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失  

   541百万円として計上いたしました。 

  なお、当該資産の回収可能価額は不動産鑑定評価を行い

  主に正味売却価額で算定しております。 

※４         ───── 

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※５        ───── ※５ 投資有価証券売却損は、シャディ漆器工芸株式会

社株式の売却によるものであります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注)自己株式数の増加217千株は、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づく単元株式買付けに

よる増加216千株および単元未満株式の買取りによる増加０千株によるものであります。また、自己株

式数の減少101千株は、ストック・オプションの行使による101千株および単元未満株式の買い増し請求

０千株によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 平成18年６月21日開催の定時株主総会および同日開催の取締役会において、ストック・オプションとして

新株予約権を、当社の取締役、執行役および従業員ならびに当社関係会社の取締役および従業員等に付与い

たしましたが、権利行使がなく、当連結会計年度末をもって権利行使期間満了となりましたので、残高はあ

りません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 20,287 － － 20,287 

合計 20,287 － － 20,287 

自己株式        

普通株式 847 217 101 962 

合計 847 217 101 962 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年5月24日 

取締役会 
普通株式 408 21 平成18年3月31日 平成18年6月7日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 348 18 平成18年9月30日 平成18年12月8日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月15日 

取締役会 
普通株式 347 利益剰余金 18 平成19年3月31日 平成19年6月14日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係  

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 21,174百万円 

預入期間が３カ月を超える定期

預金等 
△262百万円 

現金及び現金同等物 20,912百万円 

現金及び預金勘定 7,783百万円 

預入期間が３カ月を超える定期

預金等 
△762百万円 

現金及び現金同等物 7,020百万円 

※２         ───── ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たにシャディもっとぎゅっと㈱を

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに同社株式の取得価額と取得による支出（純額）との

関係は次のとおりであります。 

流動資産 264百万円 

固定資産 2百万円 

のれん 457百万円 

流動負債 △243百万円 

同社株式の取得価額 480百万円 

同社の現金及び現金同等物 △129百万円 

差引：取得による支出 350百万円 

※３         ───── ※３ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却によりシャディ漆器工芸㈱が連結子会社で

なくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並び

に同社株式の売却価額と売却による支出(純額）との関

係は次のとおりであります。 

流動資産 698百万円 

固定資産 120百万円 

流動負債 △51百万円 

固定負債 △68百万円 

少数株主持分 △353百万円 

株式売却損 △145百万円 

同社株式の売却価額 200百万円 

同社の現金及び現金同等物 △502百万円 

差引：売却による支出 △302百万円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

3 0 3 

工具器具備品 58 7 50 

合計 62 7 54 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

3 1 2 

工具器具備品 68 21 46 

合計  72 22 49 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 13百万円 

１年超 40百万円 

合計 54百万円 

１年内 16百万円 

１年超 32百万円 

合計 49百万円 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失 

支払リース料 5百万円 

減価償却費相当額 5百万円 

支払リース料 15百万円 

減価償却費相当額 15百万円 

(4）減価償却費相当額の算出方法 (4）減価償却費相当額の算出方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。  

  

同左 

  

(減損損失について） 

           同左 

  



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式０百万円について減損処理を行っております。 

      なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には全て減損処理 

      を行っております。 

  

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 

(百万円) 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 

(百万円) 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

株式 71 594 523 34 173 139 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

株式 3 2 △0 78 75 △3 

合計 74 596 522 112 248 135 

前連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

11 5 － 140 105 － 

 
前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式 5 3 

投資事業有限責任組合への出資 168 78 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

 外貨建債務に係る将来の取引市場での為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、包括的な為替予約取

引を利用しており、このような為替変動リスクの回避目的にのみ、デリバティブ取引を利用する方針をとって

おります。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

ヘッジ会計の方法………………繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………デリバティブ取引（為替予約取引等） 

ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引 

ヘッジ方針………………………輸入取引に係る外貨建金銭債務および外貨建予定取引に対して為替相場の

変動によるリスクをヘッジする目的で行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法………ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であるため、ヘッジに

高い有効性があるものと判断しております。 

 また、大手金融機関のみを取引相手としてデリバティブ取引を行っており、信用リスクはほとんどないと判

断しておりますが、市場リスクは有しております。 

 リスク管理としては、当社の企画管理本部において、グループ各社の取引限度額等のチェックおよび執行役

会への報告、承認を行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 当社グループで行っているデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しており

ます。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

 外貨建債務に係る将来の取引市場での為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、包括的な為替予約取

引を利用しており、このような為替変動リスクの回避目的にのみ、デリバティブ取引を利用する方針をとって

おります。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

ヘッジ会計の方法………………繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………デリバティブ取引（為替予約取引等） 

ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引 

ヘッジ方針………………………輸入取引に係る外貨建金銭債務および外貨建予定取引に対して為替相場の

変動によるリスクをヘッジする目的で行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法………ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であるため、ヘッジに

高い有効性があるものと判断しております。 

 また、大手金融機関のみを取引相手としてデリバティブ取引を行っており、信用リスクはほとんどないと判

断しておりますが、市場リスクは有しております。 

 リスク管理としては、当社の企画管理本部において、グループ各社の取引限度額等のチェックおよび執行役

会への報告、承認を行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 当社グループで行っているデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しており

ます。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要  

 当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

 (注)原則法への変更に伴う費用処理額117百万円は、特別損失に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(注）国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

    前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △850 △1,059  

(2）未積立退職給付債務(1）（百万円） △850 △1,059  

(3）未認識数理計算上の差異（百万円） － 52  

(4）連結貸借対照表計上額純額(2）＋(3）（百万円） △850 △1,007  

(5）退職給付引当金 （百万円） △850 △1,007  

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

退職給付費用（百万円） 108 213 

(1）勤務費用（百万円） 108 79 

(2）利息費用（百万円） － 16 

(3）原則法への変更に伴う費用処理額（百万円）(注) － 117 

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） － － 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 － 期間定額基準 

(2）割引率（％）  － 2.0 

(3）期待運用収益率（％）  － － 

(4）数理計算上の差異の処理年数（年）  －         10 

    （各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。) 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成13年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 取締役12名および従業員405名 
当社取締役及び執行役16名、当

社従業員294名 

ストック・オプション数 普通株式190,000株 普通株式134,700株 

付与日 平成13年９月25日 平成18年７月１日 

権利確定条件 定めない  定めない 

対象勤務期間 定めない  定めない 

権利行使期間 
自 平成15年７月１日    

至 平成18年６月30日 

自 平成18年７月１日 

至 平成19年３月31日 

 
平成13年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 － － 

付与 － 134,700 

失効 － － 

権利確定 － 134,700 

未確定残 － － 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 144,400 － 

権利確定 － 134,700 

権利行使 101,600 － 

失効 42,800 134,700 

未行使残 － － 

 
平成13年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 1,260 1,539 

行使時平均株価     （円） 1,868 － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 238.95 



２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積り方法

は以下のとおりであります。 

 ① 使用した評価技法 ブラック・ショールズ式 

 ② 主な基礎数値及び見積方法 

       （注）１．予想残存期間における当社の直近株式の日次ヒストリカル・ボラティリティにより算定しておりま 

                 す。 

          ２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使 

       されるものと推定して見積もっております。 

       ３．平成18年３月期の配当実績によっております。 

       ４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

  

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  平成18年ストック・オプションについては、権利行使がなく、当連結会計年度末をもって権利行使期間満了

により消滅しておりますので、記載を省略しております。 

４．連結財務諸表への影響額 

  平成18年ストック・オプションについては、権利行使がなく、当連結会計年度末をもって権利行使期間満了

により消滅しておりますので、連結財務諸表に与える影響はありません。 

  平成18年ストック・オプション 

 株価変動性（注）１ 47.8％ 

 予想残存期間（注）２ 0.4年 

 予想配当（注）３ 35円／株 

 無リスク利子率（注）４ 0.19％ 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

    （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
──────────── 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 
──────────── 

繰延税金資産 

貸倒引当金 

賞与引当金 

未払事業税 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

繰越欠損金 

子会社整理損 

販促費用 

減損損失 

未払賞与 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

未収還付事業税 

その他有価証券評価差額金 

その他 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

 

290 

74 

148 

343 

67 

90 

373 

93 

220 

－ 

36 

1,737 

△566 

1,170 

 

－ 

△212 

－ 

△212 

958 

 

184 

16 

－ 

408 

62 

175 

16 

11 

220 

62 

29 

1,188 

△635 

552 

 

△23 

△53 

△1 

△78 

473 

    （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
──────────── 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 
──────────── 

流動資産－繰延税金資産 

固定資産－繰延税金資産 

流動負債－繰延税金負債 

固定負債－繰延税金負債 

419 

538 

－ 

－ 

124 

349 

－ 

－ 

  



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
──────────── 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 
──────────── 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

留保金課税 

法人税税額控除額 

還付法人税等 

住民税均等割額 

子会社株式売却損 

連結調整勘定償却額 

負ののれん償却額 

評価性引当額 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

40.69％ 

    

1.54％ 

－  

3.47％ 

△2.59％ 

－  

0.56％ 

－  

△0.90％ 

－  

15.90％ 

△0.79％ 

57.88％ 

40.69％ 

    

14.44％ 

△9.43％ 

－  

－  

△3.65％ 

3.15％ 

16.79％ 

－  

△4.33％ 

18.88％ 

0.79％ 

77.33％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当連結会計年度におけるギフト用品および生活関連用品の卸売事業の売上高、営業利益および資産の金額の

合計額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当連結会計年度におけるギフト用品および生活関連用品の卸売事業の売上高、営業利益および資産の金額の

合計額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておりません。 

       ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

           営業上の取引については、一般の取引と同様に決定しております。  

     ３．㈱ジャパンライフデザインシステムズは、当社社外取締役谷口正和及びその近親者が議決権の80.7％を直接

保有しております。 

     ４．谷口正和氏は、平成17年６月24日開催の当社第45期定時株主総会終結のときをもって退任しておりますの

で、取引高については平成17年４月１日から平成17年６月24日までの実績を記載しております。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

     ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       貸付金利については、市中金利を参考にし、適正な利率を設定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は出資

金（百万円） 

事業の

内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関係内容 

取引の内容

（注２） 

取引金額

（百万円） 

（注１） 

科目 

期末残高

（百万円）

（注１） 

役員の兼任等

（人） 
事業上の関係

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社等 

㈱ジャパン

ライフデザ

インシステ

ムズ  

（注３） 

東京都

渋谷区 
50 

コンサ

ルタン

ト業 

－ － 
営業上の取

引 

販促ツー

ル制作等
6 － － 

    (1)役員及び個人主要株主等 

属性 氏名 
資本金又
は出資金 

（百万円）

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 
（％） 

関係内容 
取引の内容 

 （注２） 

取引金額 
（百万円） 

 （注１） 
科目 

期末残高 
（百万円）

 （注１） 
役員の
兼任等 

事業上の
関係 

役員 志村 康昌 － 取締役    0.02 － － 

資金の貸付 6 貸付金 4 

利息の受取 0 － － 

役員 濱田 秀途 － 常務執行役     0.00 － － 

資金の貸付 1 貸付金 1 

利息の受取 0 － － 



      (2)兄弟会社等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

     ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       貸付金利については、市中金利を基準として定期的に見直しを行い、適正な利率が設定されることとなっ 

            ております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

属性 会社等の名称 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容 
取引の内容 

 （注２） 

取引金額 
(百万円) 

 （注１） 
科目 

期末残高 
(百万円) 

 （注１） 
役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

親会社の子
会社 

ＵＣＣキャ
ピタル株式
会社 

50 

 ＵＣＣグル
ープ内におけ
る資金の効率
的活用のため
の貸付、支
払・集金代行
業務等 

－ －

ＵＣＣ
グルー
プ内の
ＣＭＳ
に対す
る拠出 

資金の貸付 9,658 貸付金 9,528

利息の受取 43 － － 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額         1,626円18銭

１株当たり当期純利益 77円56銭

１株当たり純資産額       1,580円87銭

１株当たり当期純利益   10円94銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   77円56銭 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,504 212 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,504 212 

普通株式の期中平均株式数（株） 19,400,609 19,394,694 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額      

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株式増加数（株） 2,251.56 － 

 （うち自己株式取得方式によるストッ

クオプション 
2,251.56 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

──────  ──────  



（重要な後発事象） 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。  

 当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

ＭＲＣホールディングス株式会社によるシャディ株式会社株式の公開買付けについて 

 提出会社である当社は、平成19年６月７日開催の取締役会において、ＭＲＣホールディングス株式会社

（以下、「公開買付者」といいます。）による下記内容の当社株式に対する公開買付けについて、賛同する

旨の決議をし、平成19年６月８日付をもって証券取引法第27条の10に基づく意見表明報告書を提出いたしま

した。 

１．公開買付者の概要 

 （１）商号            ＭＲＣホールディングス株式会社 

 （２）主な事業内容        株式の保有等 

 （３）設立年月日         昭和40年９月22日 

 （４）本店所在地         神戸市中央区多聞通五丁目１番６号 

 （５）代表者           代表取締役 上島豪太 

 （６）資本金           10百万円 

 （７）大株主構成および持株比率  ユーシーシー上島珈琲株式会社 100.0％ 

 （８）当社との関係 

     ①資本関係  公開買付者は当社の発行済株式数の54.19％を所有しております。        

     ②人的関係  公開買付者の代表取締役である上島豪太氏は当社の取締役兼代表執行役社長に就 

            任しています。また、公開買付者の取締役である河本篤氏は当社の取締役に就任 

            しています。          

     ③取引関係  該当事項はありません。          

     ④関連当事者への該当状況         

            当社は公開買付者の連結子会社であるため、関連当事者に該当します。 

２．当社株式の公開買付けの概要 

 （１）買付けを行う株券等の書類  普通株式 

 （２）公開買付期間        平成19年６月８日（金曜日）から平成19年７月24日（火曜日）まで 

                  （32営業日） 

 （３）買付価格          １株につき1,500円 

 （４）買付価格の算定の基礎    

当社株式の買付価格の公正性を担保するため、買付価格を決定するにあたり、公開買付者およ

び当社とは独立した第三者算定機関より株式価値算定書を取得し、その意見を参考としておりま

す。公開買付者は、当社の将来の収益力を反映したディスカウンテッド・キャッシュフロー法を

重視しつつ、市場株価平均法における算定結果も総合的に勘案し、当該算定結果の範囲内で検討

を行い決定されたものであります。  

 なお本公開買付けの買付価格は、東京証券取引所における当社株式の、平成19年６月６日の終

値1,093円に対して37.24％、平成19年６月６日までの過去１ヶ月間の終値の単純平均値1,150円

（小数点以下四捨五入）に対して30.43％、同過去３ヶ月間の終値の単純平均値1,321円（小数点

以下四捨五入）に対して13.55％のプレミアムを、それぞれ加えた水準となります。 

 （５）買付予定株式数       8,371,521株 

     （注）応募株券等の全部の買付けを行い、証券取引法第27条の13第４項各号に掲げるいずれの条 

        件も付しておりません。 

 （６）買付け等による株券等所有割合の異動 

買付け等前における公開買付者の所

有株券等に係る議決権の数  
109,947個 

 （買付け等前における株券等所有割合

             56.86%） 

買付け等前における特別関係者の所

有株券等に係る議決権の数 
1,726個 

（買付け等前における株券等所有割合

0.89%） 

買付予定の株券等に係る議決権の数 83,715個 
（買付け等後における株券等所有割合

100.00%） 

当社の総株主の議決権の数  193,354個   



     （注）１.「買付け等前における特別関係者の所有株券等に係る議決権の数」は、各特別関係者 

          が所有する株券等に係る議決権の数の合計を記載しています。 

           ２. 特別関係者の所有株券等（但し、当社が保有する自己株式を除きます。）も本公開買 

          付けの対象としていますので、二重に計算されないように、「買付け等後における株 

          券等所有割合」の計算においては、「買付け等前における特別関係者の所有株券等に 

          係る議決権の数」は分子に加算していません。 

                ３．「当社の総株主の議決権の数」は、当社が平成18年12月22日に提出した第47期中半期 

          報告書に記載された平成18年９月30日現在の総株主の議決権の数です。但し、本公開 

          買付けにおいては単元未満株式についても対象としていますので、「買付け等後にお 

          ける株券等所有割合」の計算においては、単元未満株式に係る議決権の数（上記半期 

          報告書に記載された平成18年９月30日現在の単元未満株式数に係る議決権の個数であ 

          る308個）を加えて、「当社の総株主の議決権の数」を193,662個として計算していま 

          す。（当社の単元株式数は100株です。） 

                ４. 株券等所有割合については、小数点以下第３位を四捨五入しています。 

 （７）公開買付開始広告日      平成19年６月８日（金曜日） 

 （８）公開買付代理人        三菱ＵＦＪ証券株式会社 

 （９）買付け等に要する資金     約12,557百万円 

                 （注）買付価格で買付予定株式数8,371,521株を買付けた場合の見 

                    積り額であります。 

３．公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 

  当社は、公開買付者による本公開買付けについて、慎重に検討を重ねた結果、平成19年６月７日開催

の取締役会において、本公開買付けが当社の企業価値最大化を実現していくための最善の策であるとと

もに、当社株主の皆様に対して合理的な価格により当社株式の売却機会を提供するものであると判断

し、本公開買付けに賛同する旨の決議をしました。 

 当社は大正15年に「アサヒ扇子本舗林信本店」として扇子、うちわ、カレンダーを扱う個人経営とし

て創業され、昭和６年に贈答品、記念品のボランタリーチェーンシステムを採用し全国に販売網の基礎

を確立しました。昭和37年にはタオル、雑貨を取扱商品の主力とする「株式会社ハヤシシンチェーンタ

オル」として法人組織化しました。現在では全国約3,000店の販売店を中心にギフト用品および生活関連

用品を販売するギフト業界大手企業です。 

 当社は昭和46年に業界で初めて大判カラーカタログを発刊し、カタログビジネスを開始し、昭和52年

からは個人、家庭向けに戦略を転換し「有店舗カタログ販売」というビジネスモデルをスタートさせ、

大きく業績の拡大を図りました。 

 平成２年に「サラダ館ＦＣ事業」を開始し、平成６年には大阪証券取引所市場第二部、平成11年には

東京証券取引所、大阪証券取引所各市場第一部に上場を果たすと共に、平成13年にはギフト物流用の完

全自動物流拠点である「東京物流センター」の稼動を開始するなど業界のリーディングカンパニーとし

て事業構造の強化に努めてまいりましたほか、平成15年にはいち早く委員会等設置会社に移行するなど

コーポレートガバナンスなどの強化にも注力をしてまいりました。 

 一方、公開買付者の親会社であるユーシーシー上島珈琲株式会社（本社：兵庫県神戸市中央区多聞通

五丁目１番６号 代表取締役社長 上島達司。以下、「ＵＣＣ」といいます。）は、「ＵＣＣブラン

ド」のレギュラーコーヒー、インスタントコーヒー、缶コーヒー、コーヒー飲料の製造、加工、販売を

中核事業とする昭和８年創業のレギュラーコーヒー業界の大手企業です。 

 また、ＵＣＣグループはＵＣＣおよび59社の関連会社群により形成され、コーヒーや食品の卸事業を

はじめ外食事業や関連機器の販売に至るまで国内外で幅広い事業を展開しています。ＵＣＣグループは

約3,300名の従業員を擁し、日本国内では主力７工場、Ｒ＆Ｄセンターそして200箇所を超える販売・物

流拠点と約280店舗の直営店を通じて製商品の販売を行っています。また海外ではジャマイカ、インドネ

シア、ハワイでの直営コーヒー農園事業をはじめ、約11カ国でコーヒー事業を幅広く展開しています。 

 なお、平成19年３月期のＵＣＣグループの売上高は2,738億円、経常利益は42億円となりました。 

 公開買付者は、従前、当社創業家である林家の保有する会社でしたが、平成17年10月、ＵＣＣが林家

から公開買付者の発行済株式全部を取得し、完全子会社化したことにより、当社はＵＣＣグループに入

ることとなりました。（当時の公開買付者の商号は「株式会社ツインツリー・ホールディングス」であ

り、その後平成17年10月11日に「ＭＲＣホールディングス株式会社」に商号変更をしております。） 

また、これに伴い、当社の代表執行役社長にＵＣＣグループＣＯＯおよびＵＣＣ代表取締役の上島豪太

が就任し、経営体制を一新いたしました。 



 平成12年以降、ギフト市場全体は成熟期を迎え、その市場規模は約11兆円規模で横ばいという状況が

継続しています。また消費者の消費行動も大きく変化すると共に、量販店、ＣＶＳ、インターネットな

どギフトを扱う新たな競合先が出現しました。 

  このように競争が激化する中、当社の販売店の多くが地方に所在することや、商品カテゴリーの多様

化等により、当社の競争優位性は徐々に低下し、当社の連結売上高は平成13年３月期の994億円をピーク

に、それ以降は平成14年３月期は950億円、平成15年３月期は926億円、平成16年３月期は879億円、平成

17年３月期は803億円、平成18年３月期は787億円、そして平成19年３月期は732億円と大幅な減少傾向が

継続しております。当社は、「サラダ館ＦＣ事業」を中心とする有店舗型のチェーンビジネスモデルの

改革・改造が当社の課題であると認識し、様々な戦略・戦術を試験的に実行し改革を進めておりました

が、業績結果として反映できるまでには至っておりませんでした。 

 また、平成17年に当社がＵＣＣグループに入った後、当社は、下記のような戦略骨子のもと、さらな

る経営改革に取り組んでまいりました。 

・ 中国における花卉栽培・陶器製造・ギフト小売事業や国内の新ブランド（Ｄ＆Ｊ）などの不採算事業

からの撤退をはじめ厳しい経費抑制を実施し、販売管理費の圧縮を図りました。 

・ コア事業の売上・粗利回復のためカタログギフトのＡＹＬ（注）の強化や商品・マーチャンダイジン

グ力の強化や媒体の刷新など多岐にわたる改善策を実施いたしました。 

また本部機能を強化するため、本部を、従業員共々、大阪府松原市から東京都港区に移転しました。 

・ 新規事業分野では100％子会社のスリーハート・コーポレーション株式会社（以下、「ＴＨＣ」とい

います。）を通じて平成18年４月からＥコマースを中心とするネットビジネスの展開を開始いたしまし

た。 

・ 人材面では外部から積極的に人員の補強を行うほか、ＵＣＣグループの人材の投入や若手の有望人材

の積極的な幹部登用を図りました。またシステムやマーケティングなどの専門分野では外部コンサルタ

ント会社の活用等により相当の補強をいたしました。 

（注）ＡＹＬ：当社のカタログギフトの商品名称（商標登録済） 

 

 これらの取組みの結果、平成19年３月期決算においては、経費面では一定のコスト削減を実現するこ

とができました。 

 また売上面では平成18年度下期には一定の回復を図ることができましたものの、通期では減少に歯止

めをかけることはできませんでした。 

 その間も市場傾向は更に大きくかつ速い変化が継続しており、平成19年３月期は販売単価の下落や、

過去に例がないほど商品ミックスが大きく変化し、それらが平均粗利率の大幅な低下をもたらしまし

た。また、宅配注文の大幅増により物流費が増加し、結果的に限界利益が大幅に低下することとなりま

した。加えてカタログ製作固定費やシステム投資などの費用が増加したことが、収益を大きく低下させ

る主要因となりました。 

 ＴＨＣの新規事業分野は平成19年３月期に約30億円の売上高を達成するなど対前年比135％を超える順

調な進展を達成いたしましたが、コア事業の売上高減少を補うには不十分な水準に留まりました。ま

た、新規事業分野ではシステム投資や販売促進費の投入が嵩むなど、収益貢献については今相応の時間

を要するものと判断しております。 

 上記のような現状に鑑みると、現状の枠組みを守ることを前提とした改善を基本とする経営戦略で

は、継続的に収益力を改善強化し、大幅に企業価値を向上させることは困難であり、投資家の皆様のご

期待に応え、企業競争を勝ち抜くには不十分であると判断しております。そして、かかる厳しい経営環

境に柔軟かつ大胆に対応するためには、株主構成の簡素化により一層の経営判断の迅速化を図り、短期

的な業績の変動に左右されることなく、長期的な視野にたち、機動的な経営判断が遂行できる組織体制

を構築する必要があると判断し、本公開買付けに賛同することを決定いたしました。 

４．今後の見通し 

  公開買付者は、上記の通り当社を完全子会社とする方針であり、本公開買付けおよびその後の一連の

手続により当社を完全子会社化することを予定しています。 

  本公開買付けで公開買付者が保有する当社株式および当社の自己株式を除く全株式を取得できなかっ

たときには、本公開買付け終 了後に、公開買付者を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換（以

下、「本株式交換」といいます。）を実施し、その際完全子会社となる当社の株主に対して金銭を交付

する予定です。本株式交換により当社株式1株につき交付される金銭の額は、本公開買付けの買付価格を

基準に算定する予定ですが、本公開買付けの買付価格と異なる可能性があります。また、完全子会社と

なる当社の株主は、法令の手続に従い、当社に対して株式買取請求を行うことができます。この場合の 



１株当たりの買取価格は、本公開買付けの買付価格および本株式交換に際して当社株式１株につき交付

される金銭の額と異なる可能性があります。 

  当社株式は、現在、東京証券取引所市場第一部および大阪証券取引所市場第一部に上場されておりま

すが、当社が本株式交換により公開買付者の完全子会社となった場合には、両証券取引所の株券上場廃

止基準に従い所定の手続を経て上場廃止となる見込みです。なお、本公開買付けの結果次第では、本公

開買付けの完了をもって、当社株式は両証券取引所の株券上場廃止基準に従い所定の手続を経て上場廃

止となる可能性があります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．上記長期借入金は、保険契約を条件とする借入金であり、返済期限が設けられておりません。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

（2）【その他】 

 該当事項はありません。  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除
く。） 

－ 36 3.2 － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 － 36 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 － － － － 



２【財務諸表等】 

（1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     19,807     6,772  

２．受取手形  ※８   2,680     2,672  

３．売掛金     7,000     6,344  

４．商品     2,479     2,211  

５．前渡金     29     61  

６．前払費用     65     20  

７．短期貸付金     －     9,572  

８．未収入金     1,406     1,962  

９．繰延税金資産     394     124  

10．その他     356     232  

11．貸倒引当金     △947     △661  

流動資産合計     33,272 66.7   29,313 63.0 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1)建物   9,602     9,535    

減価償却累計額   4,629 4,973   4,871 4,663  

(2)構築物   382     349    

減価償却累計額   288 93   273 76  

(3)機械装置   6,686     6,686    

減価償却累計額   4,096 2,590   4,461 2,225  

(4)車両運搬具   23     23    

減価償却累計額   20 2   21 2  

(5)工具器具備品   1,598     1,675    

減価償却累計額   1,210 388   1,332 343  

(6)土地     4,614     4,519  

(7)建設仮勘定     6     －  

有形固定資産合計     12,668 25.4   11,830 25.4 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産              

(1)借地権     83     83  

(2)ソフトウェア     724     821  

(3)その他     72     120  

無形固定資産合計     880 1.8   1,025 2.2 

３．投資その他の資産              

(1)投資有価証券     767     329  

(2)関係会社株式     532     1,258  

(3)出資金     0     －  

(4)関係会社出資金     173     173  

(5)商品券発行保証金 ※５   800     800  

(6)長期貸付金     39     4  

(7)長期滞留債権 ※４   257     159  

(8)長期前払費用     6     19  

 (9)差入保証金     276     279  

(10)繰延税金資産     461     349  

(11)投資用不動産   －     1,243    

    減価償却累計額   － －   75 1,168  

(12)貸倒引当金     △277     △156  

投資その他の資産合計     3,038 6.1   4,386 9.4 

固定資産合計     16,587 33.3   17,242 37.0 

資産合計     49,860 100.0   46,555 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

               

（負債の部）                

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 
※３ 
※８ 

  5,969     6,094  

２．買掛金 ※３   5,570     5,128  

３．未払金 ※３   773     1,077  

４．未払法人税等     2,042     12  

５．未払消費税等     228     －  

６．未払費用     338     127  

７．前受金     56     37  

８．商品券 ※５   2,772     2,435  

９．預り金     236     324  

10．賞与引当金     138     －  

11．その他     51     12  

流動負債合計     18,177 36.5   15,249 32.7 

Ⅱ 固定負債              

１．退職給付引当金     697     852  

２．役員退職慰労引当金     55     78  

３．預り保証金     450     448  

固定負債合計     1,203 2.4   1,380 3.0 

負債合計     19,381 38.9   16,629 35.7 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   3,435 6.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   4,796     －    

２．その他資本剰余金              

自己株式処分差益   2     －    

資本剰余金合計     4,799 9.6   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   469     －    

２．任意積立金              

別途積立金   20,500     －    

３．当期未処分利益   1,807     －    

利益剰余金合計     22,777 45.7   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    433 0.8   － － 

Ⅴ 自己株式 ※２   △966 △1.9   － － 

資本合計     30,479 61.1   － － 

負債資本合計     49,860 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金 ※１    － －   3,435 7.4 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     4,796     

(2）その他資本剰余金   －     8     

資本剰余金合計      － －   4,805 10.3 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     469     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －     21,500     

繰越利益剰余金   －     807     

利益剰余金合計      － －   22,777 48.9 

４．自己株式 ※２    － －   △1,183 △2.5 

株主資本合計      － －   29,834 64.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   89 0.2 

２．繰延ヘッジ損益     － －   2 0.0 

評価・換算差額等合計      － －   91 0.2 

Ⅲ 新株予約権     － －   － － 

純資産合計      － －   29,925 64.3 

負債純資産合計      － －   46,555 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     76,744 100.0   71,529 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．商品期首棚卸高   2,696     2,479    

２．当期商品仕入高   62,439     58,541    

合計   65,136     61,021    

３．商品期末棚卸高   2,479 62,657 81.6 2,211 58,809 82.2 

売上総利益     14,086 18.4   12,720 17.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．広告宣伝費   1,164     1,041    

２．発送梱包費   6,269     6,039    

３．通信費   401     348    

４．役員報酬   170     218    

５．従業員給料賞与   1,656     1,493    

６．賞与引当金繰入額   138     －    

７．退職給付費用   85     72    

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

  11     30    

９．電算機費   392     562    

10．減価償却費   1,215     1,089    

11．その他   2,315 13,821 18.0 2,289 13,184 18.4 

営業利益又は営業損失
（△） 

    265 0.4   △464 △0.6 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   3     56    

２．有価証券利息   2     －    

３．受取配当金   3     11    

４．仕入割引   145     －    

５．未回収商品券受入益   1,122     915    

６. 為替予約解約益   515     －    

７．その他   202 1,996 2.5 233 1,217 1.6 

Ⅴ 営業外費用              

１．自己株式取得手数料   －     2    

２．その他   4 4 0.0 7 9 0.0 

経常利益     2,256 2.9   743 1.0 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※１  2,608     －    

２．貸倒引当金戻入益   101     262    

３．補償料返還金    －     120    

４．関係会社出資金売却益    －     66    

５．投資有価証券売却益    －     380    

６．その他   20 2,730 3.6 － 829 1.2 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※２ 34     2    

２．子会社整理損 ※３  917     166    

３．減損損失 ※４  541     －    

４．退職給付費用    －     117    

５．その他   73 1,566 2.0 0 287 0.4 

税引前当期純利益     3,421 4.5   1,285 1.8 

法人税、住民税及び事
業税 

  2,100     23    

還付法人税等   －     △32    

法人税等調整額   △187 1,912 2.5 538 529 0.7 

当期純利益     1,508 2.0   756 1.1 

前期繰越利益     571     －  

中間配当額     271     －  

当期未処分利益     1,807     －  

               



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
  
  

平成18年５月24日取締役会承認 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     1,807 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金   408  

２．別途積立金   1,000 1,408 

Ⅲ 次期繰越利益     399 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 

別途積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,435 4,796 2 4,799 469 20,500 1,807 22,777 △966 30,045 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当             △756 △756   △756 

別途積立金の積立           1,000 △1,000 －   － 

当期純利益             756 756   756 

 自己株式の取得                 △338 △338 

自己株式の処分     6 6         122 128 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 6 6 － 1,000 △1,000 △0 △216 △210 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,435 4,796 8 4,805 469 21,500 807 22,777 △1,183 29,834 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

433 － 433 － 30,479 

事業年度中の変動額          

剰余金の配当         △756 

別途積立金の積立          － 

当期純利益         756 

自己株式の取得         △338 

自己株式の処分         128 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△344 2 △342 － △342 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△344 2 △342 － △553 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

89 2 91 － 29,925 



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準および評価方法  １．有価証券の評価基準および評価方法  

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

─────   

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 ２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ   時価法  デリバティブ    同左 

３．たな卸資産の評価基準および評価方法 ３．たな卸資産の評価基準および評価方法 

先入先出法による原価法によっております。 同左 

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産(投資用不動産を含む）の減価償却の方法 

有形固定資産は、定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

有形固定資産(投資用不動産を含む）は、定率法によ

っております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物               ３年～50年 

機械装置             ６年～17年 

建物               ３年～50年 

機械装置             ６年～17年 

無形固定資産は、定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。 

無形固定資産は、定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。 

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金     売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により計上

し、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回

収の可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金    同左 

(2）賞与引当金     従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将

来の支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金   ─────  

 （追加情報）  

 従来、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を「賞

与引当金」として計上しておりましたが、平成18年７月

に導入された新人事制度により、賞与支給額の確定が可

能となりましたので、当事業年度の負担すべき金額(153

百万円)を「未払賞与」として流動負債の「未払金」に計

上しております。 

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）退職給付引当金   従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に

基づき当期の負担額を計上

しております。 

(3）退職給付引当金   従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に

基づき当期の負担額を計上

しております。 

なお、数理計算上の差異

は、各年度の発生時におけ

る平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定

額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとし

ております。 

(会計処理の変更) 

当事業年度より退職給付債

務の算定方法を簡便法から

原則法に変更いたしまし

た。 

この変更は、従業員の増加

等にともない、退職給付に

係る会計処理をより適切に

行うためであります。 

この変更にともなって発生

する原則法による退職給付

債務と簡便法による退職給

付債務の差額117百万円は、

特別損失に計上しておりま

す。 

この結果、従来の方法によ

った場合に比較して、営業

利益、経常利益は27百万円

増加し、税引前当期純利益

は90百万円減少しておりま

す。  

(4）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金     同左 

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引

等） 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…   同左 

ヘッジ対象…外貨建金銭債務および外貨建予定取

引 

 ヘッジ対象…   同左 

(3）ヘッジ方針 

輸入取引に係る外貨建金銭債務および外貨建予定

取引に対して為替相場の変動によるリスクをヘッ

ジする目的で行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であるため、ヘッジに高い有効性があるものと

判断しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

            同左 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

         同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準)  

  当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計審議会 

企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

これにより税引前当期純利益は541百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、当該資産の金額から

直接控除しております。    

─────  

─────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)  

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第5号 平成17年12月9

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成

17年12月9日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は29,923百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。  

 



表示方法の変更 

      追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────  

  

  

  

  

  

  

  

  

─────  

(ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」(企業会計基準第8号 平成17年12月27日)及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年5月31日)

を適用しております。 

 なお、当事業年度中に権利行使がなされず、権利行使

期間が当事業年度末において期間満了となりましたの

で、損益に与える影響はありません。 

(仕入割引に係る会計基準)  

  前事業年度まで仕入代金現金決済時に受取る現金歩引

きについては、営業外収益の「仕入割引」として会計処

理しておりましたが、当事業年度より、仕入控除項目と

して、「売上原価」に含めて処理することに変更しまし

た。 

 この変更は、市場の実勢金利との乖離により金利とし

ての側面が薄れて、商品コスト引下げ、仕入割戻と同様

の商品価格政策の一部となってきた実態に即して、より

適切な表示を行なうためのものでもあります。 

 この変更により、従来の方法と比べ営業利益は、131百

万円増加し営業外収益が同額減少しております。    

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表） 

────── 

（貸借対照表） 

 「短期貸付金」は前事業年度まで流動資産の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当事業年度末において

資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記しまし

た。なお、前事業年度の「短期貸付金」の金額は、198

百万円であります。   

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表） 

────── 

（貸借対照表） 

 投資用不動産 

 前事業年度までは一部の賃貸資産も有形固定資産に含

めて表示しておりましたが、当事業年度において賃貸目

的の土地を総額1,031百万円にて取得した結果、賃貸目

的資産の重要性が増すこととなったため、当社が事業の

用に供する固定資産と区分して投資その他の資産の「投

資用不動産」として表示することに変更いたしました。 

 この結果、従来の表示方法と比較して、有形固定資産

(建物、構築物、土地)が1,168百万円(簿価)減少し、投

資その他の資産の「投資用不動産」が同額増加しており

ます。   



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．授権株式数   普通株式 47,623,800株 

発行済株式総数 普通株式 20,287,575株 

※１．授権株式数   普通株式 47,623,800株 

発行済株式総数 普通株式 20,287,575株 

※２．自己株式 ※２．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

847,256株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式962,821

株であります。 

※３．関係会社に係る注記 ※３. 関係会社に係る注記        

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

買掛金 591百万円  支払手形 

 買掛金 

 未払金 

242

403

325

百万円 

百万円 

百万円 

※４．財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権であり

ます。 

※４．         同左 

※５．担保資産および担保付債務  ※５．担保資産および担保付債務  

担保に供している資産 担保に供している資産 

商品券発行保証金 800百万円 商品券発行保証金 800百万円 

商品券発行保証金は現金にて供託しております。 商品券発行保証金は現金にて供託しております。

担保付債務 担保付債務 

商品券 2,772百万円 商品券 2,435百万円 

 ６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は433百万

円であります。 

 ６．         ────── 

 ７． 当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結してお

ります。これら契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

      当座貸越極度額    1,320百万円  

 借入実行残高        －百万円  

      差引額         1,320百万円  

 ７． 当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結してお

ります。これら契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

       当座貸越極度額    1,150百万円  

借入実行残高        －百万円  

       差引額         1,150百万円  

※８．       ──────  ※８． 当事業年度末日満期手形の会計処理 

当事業年度末日満期手形の会計処理については、

当事業年度末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しており、そ

の金額は、次のとおりであります。 

               受取手形  557百万円 

               支払手形   0百万円 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)自己株式数の増加217千株は、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づく単元株式買付けによる増加 

   216千株および単元未満株式の買取りによる増加０千株によるものであります。また、自己株式数の減少101千株 

   は、ストック・オプションの行使による101千株および単元未満株式の買い増し請求０千株によるものでありま  

   す。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．固定資産売却益の明細 

土地 2,162百万円 

建物 446百万円 

※１．       ────── 

※２．固定資産除却損の明細 ※２．固定資産除却損の明細 

構築物 4百万円 

工具器具備品 30百万円 

構築物 1百万円 

工具器具備品 1百万円 

※３．子会社整理損の明細 

子会社出資金評価損 680百万円 

貸倒引当金繰入(貸付金) 184百万円 

清算費用（未払費用） 52百万円 

※３．子会社整理損の明細 

清算費用 166百万円 

※４．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

場 所：大阪市天王寺区 

 用 途：店舗 

 種 類：土地および借地権 

 減損額：346百万円 

  

 場 所：大阪市天王寺区ほか 

 用 途：遊休資産 

 種 類：土地 

 減損額：58百万円 

  

 場 所：山梨県甲府市 

 用 途：賃貸土地 

 種 類：土地 

 減損額：136百万円 

  

 当社の資産グルーピングは、本社および大阪支社ならび

に各地の物流センター、支店については共用資産として行

い、直営店舗、遊休資産については個別物件単位で行って

おります。 

このうち市場価格が著しく下落した物件について帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失541百

万円として計上いたしました。 

 なお、当該資産の回収可能価額は不動産鑑定評価を行

い、主に正味売却価額で算定しております。 

※４．       ────── 

  

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 (注) 847 217 101 962 

合計 847 217 101 962 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成18年３月31日）および当事業年度（平成19年３月31日）における子会社株式および関連会社株

式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両運搬具 3 0 3 

工具器具備品 58 7 50 

合 計 62 7 54 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両運搬具 3 1 2 

工具器具備品 68 21 46 

合 計 72 22 49 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 13百万円 

１年超 40百万円 

合計 54百万円 

１年内 16百万円 

１年超 32百万円 

合計 49百万円 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失 

支払リース料 5百万円 

減価償却費相当額 5百万円 

支払リース料 15百万円 

減価償却費相当額 15百万円 

(4）減価償却費相当額の算出方法 (4）減価償却費相当額の算出方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(減損損失について)  

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 同左 

  

(減損損失について)  

            同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳  

当事業年度（平成19年３月31日現在） 

         法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

             法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ 

       るため注記を省略しております。   

    （単位：百万円）

 
前事業年度 

（平成18年３月31日現在） 
──────────── 

当事業年度 
（平成19年３月31日現在） 
──────────── 

繰延税金資産 

貸倒引当金 

賞与引当金 

未払事業税 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

子会社整理損 

販促費用 

減損損失 

繰越欠損金 

未払賞与 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

未収還付事業税 

その他有価証券評価差額金 

その他 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

 

282 

56 

148 

282 

22 

373 

93 

220 

－ 

－ 

13 

1,492 

△423 

1,068 

  

－ 

△212 

－ 

△212 

856 

 

184 

－ 

－ 

346 

32 

16 

11 

220 

49 

62 

16 

940 

△387 

553 

  

△23 

△53 

△1 

△78 

474 

前事業年度 
（平成18年３月31日現在） 
──────────── 

  
  
  

  
  
  

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

住民税均等割額 

法人税税額控除額 

未収還付事業税 

留保金課税 

評価性引当額 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

40.69％ 

   

1.60％ 

△0.04％ 

0.54％ 

△2.70％ 

－  

3.61％ 

12.38％ 

△0.16％ 

55.92％ 

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額    1,567円83銭

１株当たり当期純利益金額     77円73銭

１株当たり純資産額         1,548円57銭

１株当たり当期純利益金額       39円00銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   77円72銭 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 1,508 756 

      

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,508 756 

普通株式の期中平均株式数（株） 19,400,609 19,394,694 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額      

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株式増加数（株） 2,251.56 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

──────  ──────  



（重要な後発事象） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。  

 当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

ＭＲＣホールディングス株式会社によるシャディ株式会社株式の公開買付けについて 

 提出会社である当社は、平成19年６月７日開催の取締役会において、ＭＲＣホールディングス株式会社

（以下、「公開買付者」といいます。）による下記内容の当社株式に対する公開買付けについて、賛同する

旨の決議をし、平成19年６月８日付をもって証券取引法第27条の10に基づく意見表明報告書を提出いたしま

した。 

１．公開買付者の概要 

 （１）商号            ＭＲＣホールディングス株式会社 

 （２）主な事業内容        株式の保有等 

 （３）設立年月日         昭和40年９月22日 

 （４）本店所在地         神戸市中央区多聞通五丁目１番６号 

 （５）代表者           代表取締役 上島豪太 

 （６）資本金           10百万円 

 （７）大株主構成および持株比率  ユーシーシー上島珈琲株式会社 100.0％ 

 （８）当社との関係 

     ①資本関係  公開買付者は当社の発行済株式数の54.19％を所有しております。        

     ②人的関係  公開買付者の代表取締役である上島豪太氏は当社の取締役兼代表執行役社長に就 

            任しています。また、公開買付者の取締役である河本篤氏は当社の取締役に就任 

            しています。          

     ③取引関係  該当事項はありません。          

     ④関連当事者への該当状況         

            当社は公開買付者の連結子会社であるため、関連当事者に該当します。 

２．当社株式の公開買付けの概要 

 （１）買付けを行う株券等の書類  普通株式 

 （２）公開買付期間        平成19年６月８日（金曜日）から平成19年７月24日（火曜日）まで 

                  （32営業日） 

 （３）買付価格          １株につき1,500円 

 （４）買付価格の算定の基礎    

当社株式の買付価格の公正性を担保するため、買付価格を決定するにあたり、公開買付者およ

び当社とは独立した第三者算定機関より株式価値算定書を取得し、その意見を参考としておりま

す。公開買付者は、当社の将来の収益力を反映したディスカウンテッド・キャッシュフロー法を

重視しつつ、市場株価平均法における算定結果も総合的に勘案し、当該算定結果の範囲内で検討

を行い決定されたものであります。  

 なお本公開買付けの買付価格は、東京証券取引所における当社株式の、平成19年６月６日の終

値1,093円に対して37.24％、平成19年６月６日までの過去１ヶ月間の終値の単純平均値1,150円

（小数点以下四捨五入）に対して30.43％、同過去３ヶ月間の終値の単純平均値1,321円（小数点

以下四捨五入）に対して13.55％のプレミアムを、それぞれ加えた水準となります。 

 （５）買付予定株式数       8,371,521株 

     （注）応募株券等の全部の買付けを行い、証券取引法第27条の13第４項各号に掲げるいずれの条 

        件も付しておりません。 

 （６）買付け等による株券等所有割合の異動 

買付け等前における公開買付者の所

有株券等に係る議決権の数  
109,947個 

 （買付け等前における株券等所有割合

             56.86%） 

買付け等前における特別関係者の所

有株券等に係る議決権の数 
1,726個 

（買付け等前における株券等所有割合

0.89%） 

買付予定の株券等に係る議決権の数 83,715個 
（買付け等後における株券等所有割合

100.00%） 

当社の総株主の議決権の数  193,354個   



     （注）１.「買付け等前における特別関係者の所有株券等に係る議決権の数」は、各特別関係者 

          が所有する株券等に係る議決権の数の合計を記載しています。 

           ２. 特別関係者の所有株券等（但し、当社が保有する自己株式を除きます。）も本公開買 

          付けの対象としていますので、二重に計算されないように、「買付け等後における株 

          券等所有割合」の計算においては、「買付け等前における特別関係者の所有株券等に 

          係る議決権の数」は分子に加算していません。 

                ３．「当社の総株主の議決権の数」は、当社が平成18年12月22日に提出した第47期中半期 

          報告書に記載された平成18年９月30日現在の総株主の議決権の数です。但し、本公開 

          買付けにおいては単元未満株式についても対象としていますので、「買付け等後にお 

          ける株券等所有割合」の計算においては、単元未満株式に係る議決権の数（上記半期 

          報告書に記載された平成18年９月30日現在の単元未満株式数に係る議決権の個数であ 

          る308個）を加えて、「当社の総株主の議決権の数」を193,662個として計算していま 

          す。（当社の単元株式数は100株です。） 

                ４. 株券等所有割合については、小数点以下第３位を四捨五入しています。 

 （７）公開買付開始広告日      平成19年６月８日（金曜日） 

 （８）公開買付代理人        三菱ＵＦＪ証券株式会社 

 （９）買付け等に要する資金     約12,557百万円 

                 （注）買付価格で買付予定株式数8,371,521株を買付けた場合の見 

                    積り額であります。 

３．公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 

  当社は、公開買付者による本公開買付けについて、慎重に検討を重ねた結果、平成19年６月７日開催

の取締役会において、本公開買付けが当社の企業価値 大化を実現していくための 善の策であるとと

もに、当社株主の皆様に対して合理的な価格により当社株式の売却機会を提供するものであると判断

し、本公開買付けに賛同する旨の決議をしました。 

 当社は大正15年に「アサヒ扇子本舗林信本店」として扇子、うちわ、カレンダーを扱う個人経営とし

て創業され、昭和６年に贈答品、記念品のボランタリーチェーンシステムを採用し全国に販売網の基礎

を確立しました。昭和37年にはタオル、雑貨を取扱商品の主力とする「株式会社ハヤシシンチェーンタ

オル」として法人組織化しました。現在では全国約3,000店の販売店を中心にギフト用品および生活関連

用品を販売するギフト業界大手企業です。 

 当社は昭和46年に業界で初めて大判カラーカタログを発刊し、カタログビジネスを開始し、昭和52年

からは個人、家庭向けに戦略を転換し「有店舗カタログ販売」というビジネスモデルをスタートさせ、

大きく業績の拡大を図りました。 

 平成２年に「サラダ館ＦＣ事業」を開始し、平成６年には大阪証券取引所市場第二部、平成11年には

東京証券取引所、大阪証券取引所各市場第一部に上場を果たすと共に、平成13年にはギフト物流用の完

全自動物流拠点である「東京物流センター」の稼動を開始するなど業界のリーディングカンパニーとし

て事業構造の強化に努めてまいりましたほか、平成15年にはいち早く委員会等設置会社に移行するなど

コーポレートガバナンスなどの強化にも注力をしてまいりました。 

 一方、公開買付者の親会社であるユーシーシー上島珈琲株式会社（本社：兵庫県神戸市中央区多聞通

五丁目１番６号 代表取締役社長 上島達司。以下、「ＵＣＣ」といいます。）は、「ＵＣＣブラン

ド」のレギュラーコーヒー、インスタントコーヒー、缶コーヒー、コーヒー飲料の製造、加工、販売を

中核事業とする昭和８年創業のレギュラーコーヒー業界の大手企業です。 

 また、ＵＣＣグループはＵＣＣおよび59社の関連会社群により形成され、コーヒーや食品の卸事業を

はじめ外食事業や関連機器の販売に至るまで国内外で幅広い事業を展開しています。ＵＣＣグループは

約3,300名の従業員を擁し、日本国内では主力７工場、Ｒ＆Ｄセンターそして200箇所を超える販売・物

流拠点と約280店舗の直営店を通じて製商品の販売を行っています。また海外ではジャマイカ、インドネ

シア、ハワイでの直営コーヒー農園事業をはじめ、約11カ国でコーヒー事業を幅広く展開しています。 

 なお、平成19年３月期のＵＣＣグループの売上高は2,738億円、経常利益は42億円となりました。 

 公開買付者は、従前、当社創業家である林家の保有する会社でしたが、平成17年10月、ＵＣＣが林家

から公開買付者の発行済株式全部を取得し、完全子会社化したことにより、当社はＵＣＣグループに入

ることとなりました。（当時の公開買付者の商号は「株式会社ツインツリー・ホールディングス」であ

り、その後平成17年10月11日に「ＭＲＣホールディングス株式会社」に商号変更をしております。） 

また、これに伴い、当社の代表執行役社長にＵＣＣグループＣＯＯおよびＵＣＣ代表取締役の上島豪太

が就任し、経営体制を一新いたしました。 



 平成12年以降、ギフト市場全体は成熟期を迎え、その市場規模は約11兆円規模で横ばいという状況が

継続しています。また消費者の消費行動も大きく変化すると共に、量販店、ＣＶＳ、インターネットな

どギフトを扱う新たな競合先が出現しました。 

  このように競争が激化する中、当社の販売店の多くが地方に所在することや、商品カテゴリーの多様

化等により、当社の競争優位性は徐々に低下し、当社の連結売上高は平成13年３月期の994億円をピーク

に、それ以降は平成14年３月期は950億円、平成15年３月期は926億円、平成16年３月期は879億円、平成

17年３月期は803億円、平成18年３月期は787億円、そして平成19年３月期は732億円と大幅な減少傾向が

継続しております。当社は、「サラダ館ＦＣ事業」を中心とする有店舗型のチェーンビジネスモデルの

改革・改造が当社の課題であると認識し、様々な戦略・戦術を試験的に実行し改革を進めておりました

が、業績結果として反映できるまでには至っておりませんでした。 

 また、平成17年に当社がＵＣＣグループに入った後、当社は、下記のような戦略骨子のもと、さらな

る経営改革に取り組んでまいりました。 

・ 中国における花卉栽培・陶器製造・ギフト小売事業や国内の新ブランド（Ｄ＆Ｊ）などの不採算事業

からの撤退をはじめ厳しい経費抑制を実施し、販売管理費の圧縮を図りました。 

・ コア事業の売上・粗利回復のためカタログギフトのＡＹＬ（注）の強化や商品・マーチャンダイジン

グ力の強化や媒体の刷新など多岐にわたる改善策を実施いたしました。 

また本部機能を強化するため、本部を、従業員共々、大阪府松原市から東京都港区に移転しました。 

・ 新規事業分野では100％子会社のスリーハート・コーポレーション株式会社（以下、「ＴＨＣ」とい

います。）を通じて平成18年４月からＥコマースを中心とするネットビジネスの展開を開始いたしまし

た。 

・ 人材面では外部から積極的に人員の補強を行うほか、ＵＣＣグループの人材の投入や若手の有望人材

の積極的な幹部登用を図りました。またシステムやマーケティングなどの専門分野では外部コンサルタ

ント会社の活用等により相当の補強をいたしました。 

（注）ＡＹＬ：当社のカタログギフトの商品名称（商標登録済） 

 

 これらの取組みの結果、平成19年３月期決算においては、経費面では一定のコスト削減を実現するこ

とができました。 

 また売上面では平成18年度下期には一定の回復を図ることができましたものの、通期では減少に歯止

めをかけることはできませんでした。 

 その間も市場傾向は更に大きくかつ速い変化が継続しており、平成19年３月期は販売単価の下落や、

過去に例がないほど商品ミックスが大きく変化し、それらが平均粗利率の大幅な低下をもたらしまし

た。また、宅配注文の大幅増により物流費が増加し、結果的に限界利益が大幅に低下することとなりま

した。加えてカタログ製作固定費やシステム投資などの費用が増加したことが、収益を大きく低下させ

る主要因となりました。 

 ＴＨＣの新規事業分野は平成19年３月期に約30億円の売上高を達成するなど対前年比135％を超える順

調な進展を達成いたしましたが、コア事業の売上高減少を補うには不十分な水準に留まりました。ま

た、新規事業分野ではシステム投資や販売促進費の投入が嵩むなど、収益貢献については今相応の時間

を要するものと判断しております。 

 上記のような現状に鑑みると、現状の枠組みを守ることを前提とした改善を基本とする経営戦略で

は、継続的に収益力を改善強化し、大幅に企業価値を向上させることは困難であり、投資家の皆様のご

期待に応え、企業競争を勝ち抜くには不十分であると判断しております。そして、かかる厳しい経営環

境に柔軟かつ大胆に対応するためには、株主構成の簡素化により一層の経営判断の迅速化を図り、短期

的な業績の変動に左右されることなく、長期的な視野にたち、機動的な経営判断が遂行できる組織体制

を構築する必要があると判断し、本公開買付けに賛同することを決定いたしました。 

４．今後の見通し 

  公開買付者は、上記の通り当社を完全子会社とする方針であり、本公開買付けおよびその後の一連の

手続により当社を完全子会社化することを予定しています。 

  本公開買付けで公開買付者が保有する当社株式および当社の自己株式を除く全株式を取得できなかっ

たときには、本公開買付け終了後に、公開買付者を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換（以

下、「本株式交換」といいます。）を実施し、その際完全子会社となる当社の株主に対して金銭を交付

する予定です。本株式交換により当社株式1株につき交付される金銭の額は、本公開買付けの買付価格を

基準に算定する予定ですが、本公開買付けの買付価格と異なる可能性があります。また、完全子会社と

なる当社の株主は、法令の手続に従い、当社に対して株式買取請求を行うことができます。この場合の



１株当たりの買取価格は、本公開買付けの買付価格および本株式交換に際して当社株式１株につき交付

される金銭の額と異なる可能性があります。 

  当社株式は、現在、東京証券取引所市場第一部および大阪証券取引所市場第一部に上場されておりま

すが、当社が本株式交換により公開買付者の完全子会社となった場合には、両証券取引所の株券上場廃

止基準に従い所定の手続を経て上場廃止となる見込みです。なお、本公開買付けの結果次第では、本公

開買付けの完了をもって、当社株式は両証券取引所の株券上場廃止基準に従い所定の手続を経て上場廃

止となる可能性があります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

投資有価証

券  

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

㈱シニアコミュニケーション 850 147 

㈱大森屋 19,200 23 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 21.42 22 

大正製薬㈱ 1,000 2 

㈱千趣会 1,000 1 

㈱東京テレビランド  200 1 

㈱シャディ九谷焼  2,000 1 

その他（8銘柄） 2,567 1 

計 26,838.42 202 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

（投資事業有限責任組合出資金） 

 投資事業有限責任組合への出資 

 （３銘柄） 

  

3 

  

78 

（投資信託受益証券） 

  海外国債ファンド 

  

39,000,000 

  

48 

計 － 127 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増減額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  ソフトウエア      増加額  カタログギフトシステム             171百万円 

                   ＥＣシステム構築ほか           57百万円 

  投資用不動産（土地）  増加額  兵庫県神戸市              1,031百万円  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額199百万円及び回収による戻入額150百万円でありま

す。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産              

建物 9,602 58 125 9,535 4,871 312 4,663 

構築物 382 － 32 349 273 13 76 

機械装置 6,686 － － 6,686 4,461 364 2,225 

車両運搬具 23 － － 23 21 0 2 

工具器具備品 1,598 100 23 1,675 1,332 144 343 

土地 4,614 － 95 4,519 － － 4,519 

建設仮勘定 6 － 6 － － － － 

有形固定資産計 22,914 159 283 22,790 10,959 836 11,830 

無形固定資産              

借地権 83 － － 83 － － 83 

ソフトウェア 1,907 336 － 2,243 1,422 239 821 

ソフトウェア仮勘定 － 56 － 56 － － 56 

その他 78 － － 78 14 8 64 

無形固定資産計 2,069 393 － 2,462 1,436 248 1,025 

投資用不動産 － 1,243 － 1,243 75 － 1,168 

長期前払費用 86 17 － 104 85 5 19 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 1,225 86 145 349 817 

賞与引当金 138 － 138 － － 

役員退職慰労引当金 55 30 7 － 78 



（2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 6 

預金の種類  

当座預金 5,932 

普通預金 328 

定期預金 500 

振替貯金 4 

小計 6,765 

計 6,772 

相手先名 金額（百万円） 

㈱白新商会 214 

㈱コスモ 111 

㈱三協 88 

㈱伊藤商会 63 

東亜販売㈱ 62 

その他 2,130 

計 2,672 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 1,434 

平成19年５月 1,017 

平成19年６月 144 

平成19年７月 60 

平成19年８月 1 

平成19年９月以降 12 

計 2,672 



ｃ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ｄ．商品 

相手先名 金額（百万円） 

㈱たかやなぎ 94 

㈱宇佐美鉱油 77 

㈱白新商会 66 

東亜販売㈱ 56 

電子金券開発㈱ 52 

その他 5,996 

計 6,344 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

7,000 75,112 75,769 6,344 92.3 32.4 

区分 金額（百万円） 

繊維品 496 

陶器 38 

金物 45 

食料品・洗剤 601 

雑貨 718 

カタログ他 311 

計 2,211 

 ｅ．短期貸付金     

区分 金額（百万円） 

ＵＣＣキャピタル㈱ 9,528 

 その他 44 

計 9,572 



② 流動負債 

ａ．支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ｂ．買掛金 

ｃ．商品券 

（3）【その他】 

 該当事項はありません。  

相手先名 金額（百万円） 

凸版印刷㈱ 861 

大日本印刷㈱ 675 

シャディ陶器㈱ 200 

㈱鳴海屋 146 

㈱そごう 141 

その他 4,069 

計 6,094 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 2,390 

平成19年５月 2,028 

平成19年６月 1,670 

平成19年７月 5 

計 6,094 

相手先名 金額（百万円） 

㈱ジェーシービー 658 

加藤産業㈱ 200 

シャディ陶器㈱ 149 

ライオン㈱ 147 

花王カスタマーマーケティング㈱ 137 

その他 3,835 

計 5,128 

繰越高（百万円） 発行高（百万円） 引換高（百万円） 収益計上高（百万円） 残高（百万円） 

2,772 10,624 10,045 915 2,435 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の 

     規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受 

         ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。 

 （注）２．平成19年６月７日開催の取締役会において、平成19年９月末日を基準日とする中間配当を行わない旨及び平 

         成20年３月末日を基準日とする期末配当については現時点では未定とする旨並びに平成19年３月31日現在の株 

         主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の皆様に対する株主優待品の贈呈をもって株主優待制度を 

         廃止する旨の決議を行っております。 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 100,000株券 

剰余金の配当の基準日 

(注）２． 

９月３０日 

３月３１日 

単元株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
１枚につき52円ならびに印紙税相当額およびこれに係る消費税額等を加算

した額の合計額 

株券喪失登録   

株券喪失登録申請料 １件につき9,030円（消費税額等を含む） 

株券登録料 １枚につき525円（消費税額等を含む） 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取・買増手数料 
株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額およびこれに

係る消費税額等の合計額 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない

事由によって電子公告による公告を することができない場合は、日本経

済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.shaddy.co.jp/ir/kessan/ 

株主に対する特典 

(注）２． 

権利の確定時期および対象 

毎年３月および９月末日現在の単元株以上所有の株主 

優待内容 

所有株式数 優待内容 

100株以上の全株主 
当社カタログ商品の1,000円割引券を

贈呈 

500株以上1,000株未満 
カタログギフト「アズユーライク」

3,000円相当を贈呈 

1,000株以上5,000株未満 
カタログギフト「アズユーライク」

5,000円相当を贈呈 

5,000株以上 
カタログギフト「アズユーライク」

10,000円相当を贈呈 



第７【提出会社の参考情報】 

 １【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等は、ＭＲＣホールディングス株式会社とＵＣＣ上島珈琲株式会社の２社があり、ＭＲＣホールディング

ス株式会社は当社の株式の57.0％（議決権比率）を直接所有し、ＵＣＣ上島珈琲株式会社はＭＲＣホールディングス株

式会社の株式の100％を所有しております。 

（１） ① 親会社等の名称 

    ＭＲＣホールディングス株式会社 

    ② 株式の所有者別状況 

（注）当社定款においては、単元株についての定めはございません。 

    ③ 大株主の状況 

    ④ 役員の状況 

 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数－株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 1 － － － 1 － 

所有株式数（単元） － － － 2,000 － － － 2,000 － 

所有株式数の割合

（％） 
－ － － 100.00 － － － 100.00 － 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 ＵＣＣ上島珈琲株式会社  神戸市中央区多聞通五丁目１番６号 2,000 100.00 

計 － 2,000 100.00 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（株） 

取締役社長 代表取締役 上島 豪太 昭和43年９月８日生 

 平成17年10月  当社取締役 

 平成17年10月  当社代表取締役（現任） 

 平成17年10月  シャディ㈱代表執行役社長 

（現任） 

 平成17年12月  シャディ㈱取締役（現任） 

（注）４ － 

取締役 － 河本 篤 昭和29年１月23日生 
 平成17年10月  当社取締役（現任） 

 平成17年12月  シャディ㈱社外取締役（現任） 
（注）４ － 

取締役 － 上島 明美 昭和18年１月２日生   平成18年６月  当社取締役（現任） （注）４ － 

監査役 － 丸投 伸明 昭和29年７月11日生   平成17年10月  当社監査役（現任） （注）５ － 

        計   － 



   （注）１．表中の「当社」はＭＲＣホールディングス株式会社を示しております。 

      ２．監査役 丸投伸明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

      ３．代表取締役 上島豪太は、取締役 上島明美の長男であります。 

        取締役 上島明美は、代表取締役 上島豪太の実母であります。 

      ４．平成19年３月30日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

      ５．平成17年10月11日開催の臨時株主総会の終結の時から４年間 

    ⑤ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告及び附属明細書等 

  当社の親会社等に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告及び附属明細書の記載

  に代え、当該書類を当報告書に添付しております。また、監査役の監査報告書も添付しております。 

（２） ① 親会社等の名称 

    ＵＣＣ上島珈琲株式会社 

    ② 株式の所有者別状況 

 （注）自己株式1,767,406株は、「個人その他」に1,767単元、「単元未満株式の状況」に406株含まれております。 

    ③ 大株主の状況 

 （注）当社は自己株式として1,767千株を保有しております。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 9 － 4 2 － 47 62 － 

所有株式数（単元） － 1,399 － 5,209 1,813 － 4,518 12,939 13,140 

所有株式数の割合

（％） 
－ 10.81 － 40.26 14.01 － 34.92 100.00 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 株式会社アップエージェン  

 ト 
 兵庫県神戸市中央区多聞通５丁目１－６ 4,027 31.10 

 上島 達司  兵庫県芦屋市 2,372 18.32 

 ジーブラザーズリミテッド  東京都千代田区内幸町１丁目１－７ 908 7.01 

 ジーホールディングリミテ 

 ッド 
 東京都千代田区内幸町１丁目１－７ 905 6.99 

 伊藤忠商事株式会社  東京都港区北青山２丁目５－１ 844 6.52 

 株式会社三井住友銀行  東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 400 3.09 

 三井物産株式会社  東京都千代田区大手町１丁目２－１ 331 2.56 

 株式会社みずほコーポレー 

 ト銀行 
 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 309 2.39 

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀  

 行 
 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 237 1.83 

 日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 127 0.98 

計 － 10,465 80.80 



    ④ 役員の状況 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株） 

取締役会長 

兼社長 

(代表取締

役) 

グループＣ

ＥＯ 
上島 達司 昭和13年５月10日生 

 昭和35年1月  当社取締役 

 昭和40年8月  当社代表取締役副社長 

 昭和55年7月  当社代表取締役社長 

 平成 6年1月  当社代表取締役会長兼社長 

 平成16年6月  当社代表取締役会長兼社長 

 グループＣＥＯ(現任） 

（注）３ 2,372 

取締役副社

長 

(代表取締

役) 

グループＣ

ＯＯ兼グル

ープ営業部

門統轄 

兼海外事業

部担当 

兼グループ

ワークアウ

ト推進室長 

上島 豪太 昭和43年９月８日生 

 平成 3年4月  当社入社 

 平成 6年6月  当社取締役 

 平成11年6月  当社常務取締役 

 平成14年6月  当社取締役副社長 

 平成15年8月  当社代表取締役副社長 

 平成16年6月  当社代表取締役副社長 

 グループＣＯＯ  

 平成17年10月  シャディ株式会社代表執行役社長 

 (現任) 

 平成17年12月  シャディ株式会社取締役(現任) 

 平成18年10月 当社代表取締役副社長グループＣ

ＯＯ兼グループ営業部門統轄兼海

外事業部担当兼グループワークア

ウト推進室長(現任） 

（注）３ 62 

取締役 

専務執行役

員総合企画

本部長 

河本 篤 昭和29年１月23日生

 昭和51年3月 当社入社 

 平成13年6月 当社取締役 

 平成16年6月 当社常務取締役 

 平成17年6月 当社取締役兼常務執行役員 

 平成17年12月 シャディ株式会社社外取締役 

（現任） 

 平成18年4月 

 平成19年2月 

当社取締役兼専務執行役員  

当社取締役兼専務執行役員兼総合

企画本部長(現任） 

（注）３ 3 

取締役 

       

専務執行役

員 

事業統轄本

部長 

上島 昌佐郎  昭和45年10月17日生 

 平成8年4月  当社入社 

 平成16年6月  当社取締役 

 平成17年6月  当社取締役兼執行役員 

 平成18年4月  当社取締役兼専務執行役員 

 平成18年10月 当社取締役兼専務執行役員兼事業

統轄本部長（現任） 

（注）３ 42 

取締役 

常務執行役

員    

WBC準備委員

会担当兼

SCAJ事務局

管掌兼農事

調査室管掌 

  辻本 誠  昭和19年３月６日生

 昭和42年4月  当社入社 

 平成 6年6月  当社取締役 

 平成15年4月  当社常務取締役 

 平成17年6月 

 平成19年2月 

 当社取締役兼常務執行役員 

当社取締役兼常務執行役員兼WBC

準備委員会担当兼SCAJ事務局管掌

兼農事調査室管掌(現任） 

（注）３ 3 

取締役 

       

常務執行役

員 

ラッキーク

レマス株式

会社担当 

波田 秀樹 昭和25年９月７日生

 昭和48年3月  当社入社 

 平成11年6月  当社取締役 

 平成16年6月  当社常務取締役 

 平成17年6月 

 平成19年2月 

 当社取締役兼常務執行役員 

当社取締役兼常務執行役員兼ラッ

キーコーヒーマシン株式会社[現

ラッキークレマス株式会社]担当

(現任） 

（注）３ 3 

 



   （注）１．表中の「当社」はＵＣＣ上島珈琲株式会社を示しております。 

      ２．代表取締役 上島達司は、代表取締役 上島豪太、取締役 上島昌佐郎の実父であり、監査役 上島禎子 

    の長男であります。 

         代表取締役 上島豪太は、代表取締役 上島達司の長男であり、取締役 上島昌佐郎の実兄であり、監査

    役 上島禎子の孫であります。 

         取締役 上島昌佐郎は、代表取締役 上島達司の次男であり、取締役 上島豪太の実弟であり、監査役 

    上島禎子の孫であります。 

         監査役 上島禎子は、代表取締役 上島達司の実母であり、代表取締役 上島豪太、取締役 上島昌佐郎 

    の実祖母であります。 

       ３．平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

       ４．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

       ５．平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ⑤ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告及び附属明細書等 

  当社の親会社等に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告及び附属明細書の記載

    に代え、当該書類を当報告書に添付しております。また、監査役の監査報告書及び会計監査人の監査報告書

    も添付しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株） 

取締役 

       

常務執行役

員 

事業統轄本

部副本部長

兼マーケテ

ィング本部

長 

松村 章司 昭和22年４月１日生

昭和47年9月 住友ビジネスコンサルティング株

式会社入社 

平成17年7月 ハインツ日本株式会社代表取締役 

社長兼ＣＯＯ 

平成18年4月 当社常務執行役員 

平成18年6月 当社取締役兼常務執行役員 

平成18年10月 当社取締役兼常務執行役員兼事業

統轄本部副本部長兼マーケティン

グ本部長（現任） 

（注）３ － 

取締役 

執行役員 

総合企画本

部副本部長

兼財務経理

本部長 

丸投 伸明 昭和29年７月11日生

昭和49年3月 株式会社神戸鋳鉄所入社 

昭和53年9月 当社入社 

平成15年6月   当社取締役 

平成17年6月  

平成19年2月 

当社取締役兼執行役員 

当社取締役兼執行役員兼総合企画 

本部副本部長兼財務経理本部長 

（現任） 

（注）３ 3 

取締役 

執行役員 

ユーシーシ

ーフーヅ株

式会社担当 

斎藤 義広 昭和23年３月21日生

昭和45年4月 当社入社 

平成 6年6月 当社取締役 

平成11年6月 当社常務取締役 

平成17年6月 当社取締役兼執行役員兼 

ユーシーシーフーヅ株式会社担当 

（現任） 

（注）３ 3 

取締役 

執行役員 

海外特命事

項担当 

フランキー ピ

ー. ウー 
昭和15年２月５日生

昭和35年4月  香港大丸百貨有限公司入社 

昭和56年9月 アジーノーチンミカンパニー 

(ホンコン)リミテッド 代表者 

平成13年6月 当社取締役 

平成17年6月 当社取締役兼執行役員兼海外特命

事項担当（現任） 

（注）３ － 

監査役 － 上島 禎子 大正７年８月24日生

昭和37年3月 当社取締役 

平成 2年6月 当社取締役退任 

平成 6年1月 当社代表取締役相談役 

平成 9年6月 当社代表取締役相談役退任 

平成 9年6月 当社顧問 

平成10年3月 当社仮監査役 

平成10年6月  当社監査役(現任) 

（注）４ 0 

監査役 － 堀 新太郎 昭和23年６月21日生

昭和49年4月 マッキンゼー・アンド・カンパニ

ー勤務 

平成19年4月 ベイン・アンド・カンパニー名誉

顧問 

平成19年4月 ベインキャピタル・ジャパン会長

兼シニアエグゼクィブ(現任) 

（注）５ － 

        計   2,493 



 ２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

  平成18年６月21日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストック・オプションとしての新株予約権の発行）

  の規定に基づく臨時報告書であります。 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第46期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月22日関東財務局長に提出。 

(3）自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成18年６月22日 至 平成18年６月30日）平成18年７月14日関東財務局長に提出  

(4）自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月17日関東財務局長に提出。  

(5）自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成18年８月１日 至 平成18年８月31日）平成18年９月13日関東財務局長に提出。  

(6）自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月17日関東財務局長に提出。 

(7）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月15日関東財務局長に提出。 

(8）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月７日関東財務局長に提出。 

(9）半期報告書 

 報告期間（自  平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出。 

  (10)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年12月１日 至 平成18年12月31日）平成19年１月15日関東財務局長に提出。 

  (11)自己株券買付状況報告書 

    報告期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年１月31日）平成19年２月15日関東財務局長に提出。 

  (12)自己株券買付状況報告書 

    報告期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年２月28日）平成19年３月16日関東財務局長に提出。 

  (13)自己株券買付状況報告書 

     報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年3月31日）平成19年４月16日関東財務局長に提出。 

  (14)自己株券買付状況報告書 

      報告期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日）平成19年６月１日関東財務局長に提出。 

  (15)意見表明報告書 

     平成19年６月８日関東財務局長に提出 

    発行者である会社以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第25条に基づく意見表明報告書。 

  (16)自己株券買付状況報告書 

      報告期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日）平成19年６月13日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。  



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月21日  

シャディ株式会社      

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北浦 康弘     印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 阿部 修二     印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 林  由佳    印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシャデ

ィ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シャ

ディ株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産

の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日  

シャディ株式会社      

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 阿部 修二     印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 林  由佳    印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシャデ

ィ株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シャ

ディ株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より退職給付債務

  の計算方法を簡便法から原則法に変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年6月7日開催の取締役会において、ＭＲＣホールディング

  ス株式会社による会社株式の公開買付けについて、賛同する旨を決議した。当該公開買付けは平成19年7月24日まで行 

  われる予定である。なお、ＭＲＣホールディングス株式会社は、当該公開買付けおよびその後の一連の手続により会社

  を完全子会社化する予定であり、その後所定の手続を経て会社株式は上場廃止となる見込みである。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月21日  

シャディ株式会社      

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  北浦 康弘     印       

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  阿部 修二     印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  林  由佳    印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシャデ

ィ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シャディ

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日  

シャディ株式会社      

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  阿部 修二     印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  林  由佳    印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシャデ

ィ株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シャディ

株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変 

  更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年6月7日開催の取締役会において、ＭＲＣホールディング

  ス株式会社による会社株式の公開買付けについて、賛同する旨を決議した。当該公開買付けは平成19年7月24日まで行 

  われる予定である。なお、ＭＲＣホールディングス株式会社は、当該公開買付けおよびその後の一連の手続により会社

  を完全子会社化する予定であり、その後所定の手続を経て会社株式は上場廃止となる見込みである。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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